
兵庫県

県 事業所

神戸市 13 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

姫路市

尼崎市 7 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

明石市 4 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

洲本市
相生市

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

42－1 調査実施者　全肢連



兵庫県

県 事業所

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

西宮市 5 3

尼崎、芦
屋ほか

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

芦屋市 ○ 無料
2006/12/30

伊丹市 ○ 無料 2006/12/30

豊岡市 2 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

加古川市 1 3 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

川西市
2006/12/30

赤穂市 1 2 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－2 調査実施者　全肢連



兵庫県

県 事業所

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

西脇市 1 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
地域自立支
援協議会に
ついては、北
播磨5市１町
で共同設置し
ています。

宝塚市 3 ○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

三田市 2 ○ ○ 無料 ○ 無
2007/5/11

三木市 1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－3 調査実施者　全肢連



兵庫県

県 事業所

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

高砂市 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

小野市

加西市 1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

篠山市 1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

養父市 ○ 1 ○ ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

丹波市 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

南あわじ市 3 ○ 無料 ○ ○ ○ 無
2007/5/11

42－4 調査実施者　全肢連



兵庫県

県 事業所

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

朝来市 1 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

淡路市 3 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

宍粟市

加東市 1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

たつの市 1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

42－5 調査実施者　全肢連



兵庫県

県 事業所

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

猪名川町 1 2

①川西、
②阪神6
市１町
（西宮、
尼崎、芦
屋、伊
丹、宝
塚、川
西）

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

多可町
稲美町

播磨町 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－6 調査実施者　全肢連



兵庫県

県 事業所

事　業　内　容 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

内　　　　容単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

市川町 2 ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

福崎町 1
姫路市、
神埼郡 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

神河町
太子町
上郡町
佐用町

香美町 2 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

新温泉町 2 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－7 調査実施者　全肢連



兵庫県

神戸市

姫路市

尼崎市

明石市

洲本市
相生市

県
事業

所

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
18歳以上の
聴覚障害者
（手帳保持）

1 1
　
○
○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11
聴覚、言語機
能、音声機能
障害者

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

公的機関や医療機関
へ行く場合に限る(一部
例外もあり）

2008/5/1
18歳以上の
聴覚障害者
対象

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

42－8 調査実施者　全肢連



兵庫県

西宮市

芦屋市

伊丹市

豊岡市

加古川市

川西市

赤穂市

県
事業

所

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

公的機関や医療機関
等の利用や社会生活
上必要な場合に個人
派遣している

2008/5/1
手話を解する
聴覚障害者
には、手話奉
仕員を、解さ
ない人には、
要約筆記者
を申請により
登録し派遣し
ている

○ ○ 無料
2006/12/30

○ ○ ○ 無料 2006/12/30

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者。
公的機関、福
祉団体では
その他の方も
対象。

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11
聴覚障害者
対象

2006/12/30

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者
対象

42－9 調査実施者　全肢連



兵庫県

西脇市

宝塚市

三田市

三木市

県
事業

所

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚、視覚障
害者

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有
営利、通勤通学等継続
的な目的は不可

2007/5/11
聴覚障害者
対象

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
市内在住で
身体障害者
手帳の交付
を受けている
聴覚障害の
ある方等

42－10 調査実施者　全肢連



兵庫県

高砂市

小野市

加西市

篠山市

養父市

丹波市

南あわじ市

県
事業

所

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

原則市内のみ。
生命、健康管理に関す
ること、権利、職業、教
育にかんすること等の
用務の内必要と認めた
もの。

2007/5/11
聴覚、言語機
能、音声機能
障害者

1 ○ ○ 有料 ○ 無

2007/6/1
聴覚障害者
対象

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○ ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚及び音
声又は言語
機能に障害
のある身体障
害者

1
洲本、淡
路

○ ○ 無料 ○ 無
2007/5/11

42－11 調査実施者　全肢連



兵庫県

朝来市

淡路市

宍粟市

加東市

たつの市

県
事業

所

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 1 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

1 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

1 ○
手話奉
仕員派
遣事業

無料 ○ 有

2007/5/11

42－12 調査実施者　全肢連



兵庫県

猪名川町

多可町
稲美町

播磨町

県
事業

所

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚・言語機
能・音声機能
障害対象

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－13 調査実施者　全肢連



兵庫県

市川町

福崎町

神河町
太子町
上郡町
佐用町

香美町

新温泉町

県
事業

所

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容

実　　　施

利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無
内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託

有 無
共同実
施市町
村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

○ ○ ○ 有

申請・届出・相談等の
ために、役場等公的機
関に赴くとき。
病気・出産・健康管理
等のために、医療機関
に赴くとき。
その他、社会生活上コ
ミュニケーションを図る
ことが必要不可欠と認
められるとき。

2008/5/1
町内に住所を
有し身体障害
者手帳の交
付を受けてい
る聴覚障害
等１級から３
級の者。
家族等におい
て適当な手
話通訳者を
得ることが困
難な者。

1 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

1 ○ ○ 有料 交通費等実費負担。 ○ 無
2008/5/1

1 ○ ○ 無料 ○ 有

基本的に１日で業務を
終了できるもの。

2008/5/1

42－14 調査実施者　全肢連



兵庫県

神戸市

姫路市

尼崎市

明石市

洲本市
相生市

県
事業

所

11 10%

補装具費に準じる。 補装具費に準じる。
費用の１０％又は、負担上限額の
低い額。

○ ○ 有

補装具費と」同じ所得制
限あり

2008/5/1
対象は、従来の手帳区分
に応じた基準で給付。

1 有料 ○ ○ 無

2007/5/11
品目毎に、障害種別、等
級等設定

○ 10%

特殊寝台　154,000円、入浴補助
用具90,000円　他

原則1割負担
世帯全員が非課税の場合は５％
に減額

○ ○ 有

耐用年数により、支給制
限あり

2008/5/1
支給種目ごとに障害の種
別及び程度対象年齢の制
限

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

42－15 調査実施者　全肢連



兵庫県

西宮市

芦屋市

伊丹市

豊岡市

加古川市

川西市

赤穂市

県
事業

所

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

○ 10%

西宮市障害者日常生活用具給付
等事業実施要綱に定めるところに
よる。

原則1割負担(生活保護受給者除
く）　　　　同一月内で補装具費の
自己負担分との合算額について、
障害者自立支援法施行令第17条
で定める額を負担上限額とし、超
過した額は償還払い。

○ 有

耐用年数期間内の再支
給は原則認めない。

2008/5/1
対象：西宮市障害者日常
生活用具給付等事業実施
要綱に定めるところによ
る。

○ 応能負担 ○ ○ ○ ○
2006/12/30

○ 応能負担 ○ ○ ○ ○ 2006/12/30

○ 10%

介護給付費の上限額との統合。

○ 有

耐用年数内の再給付は
認めない。

2008/5/1

1 10%

品目毎に基準額（給付限度額）を
設定。基準額を超える部分はにつ
いては、全額自己負担。

○ ○ 有

同一品目については、
耐用年数未満であれば
給付しない。

2008/5/1
品目により対象者を設定。

○ 10%
児童の場合は、補装具費と合算し
た負担上限額設定

2006/12/30

1 10%

月額負担上限額設定

○ ○ 有

耐用年数あり 2008/5/1

品目毎に耐用年収や障
害種別、等級など設定

42－16 調査実施者　全肢連



兵庫県

西脇市

宝塚市

三田市

三木市

県
事業

所

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

2 有料

月額負担上限額設定。

○ ○ 有

原則として,用具ごとに設
定した耐用年数期限は
使用してもらいます。
転売等の禁止。

2008/5/1
特殊寝台は下肢又は体幹
機能障害2級以上。吸引
器は呼吸器機能障害3級
以上又はそれと同程度
等、用具ごとに設定してい
る。

1 10%

生活保護世帯　　無料
市民税非課税　収入80万円未満
15,000円
市民税非課税　収入80万円以上
24,600円
市民税課税世帯　　37,200円

○ 無

2008/5/1
別紙の通り。

1 有料
従前の平成18年９月までの基準
額に準じる 有

公費負担は基準額の範
囲とする

2007/5/11
品目毎に対象者設定

1 10%

世帯の状況に応じて、月額負担
上限額設定

有

耐用年数を経過してい
ない場合は給付対象外

2008/5/1

42－17 調査実施者　全肢連



兵庫県

高砂市

小野市

加西市

篠山市

養父市

丹波市

南あわじ市

県
事業

所

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

1 有料

補装具の基準に準じる。 補装具の基準に準じる。

○ 有

旧日常生活用具の基準
に準じる。

2008/5/1
旧日常生活用具の基準に
準じる。

1 10%

負担上限額設定
ストマ用装具は、個別給付と合算
した負担上限額設定

○ ○ 無

2007/6/1

○ 有料

別紙の通り。 住民税非課税世帯は負担額半
額。　　　　１カ月に１世帯２具以上
支給の場合、それ以降から半額。○ 有

品目毎に耐用年数等設
定

2008/5/1

○ 10%
用具による

○ ○ 有
障害の種類や等級によ
る

2008/5/1

1 有料

別紙の通り。 別紙の通り。

○ 無

2008/5/1
対象は別紙の通り。

1 10%
品目毎に基準額設定

○ 無
2007/5/11

42－18 調査実施者　全肢連



兵庫県

朝来市

淡路市

宍粟市

加東市

たつの市

県
事業

所

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

1 10%

月額負担上限額設定

○ 無

2007/5/11
市実施要項により対象者
を規定

6 10% 有

品目毎に耐用年数等設
定

2007/5/11
品目毎に障害種別、程度
等設定

1 有料 ○ 無

2007/5/11

1

従前の平成18年９月までの基準
額に準じる

補装具費に準じる

○ ○ 有

2007/5/11
障害者手帳の記載内容、
利用者の障害の状態に基
づいて支給

42－19 調査実施者　全肢連



兵庫県

猪名川町

多可町
稲美町

播磨町

県
事業

所

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

1 10%

従前の日常生活用具の単価を使
用

一般　37,200円、低2　24,600円、
低1　15,000円　（負担上限額）

○ 無

2008/5/1
品目により条件を定めて
いる。

1 有料

播磨町日常生活用具給付等事業
実施要綱あり

○ ○ 有

2008/5/1

42－20 調査実施者　全肢連



兵庫県

市川町

福崎町

神河町
太子町
上郡町
佐用町

香美町

新温泉町

県
事業

所

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

内　　　　容
有 無

負担額 基準額（単価）

実　　　施
未実施
（実施予定）

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

備　　　考精
神
有
無

○ 10%

障害者自立支援法第７７条第１項
第２号の規定に基づき厚生労働
大臣が定める日常生活上の便宣
を図るための用具に規定するもの
のほか重度身体障害者日常生活
用具給付等実施要綱及び重度障
害児・者日常生活用具給付事業
実施要綱の別表の「種目」に掲げ
る日常生活用具の総額100分の
10に相当する額。

○ 無

2008/5/1
 障害者自立支援法第７７
条第１項第２号の規定に
基づき厚生労働大臣が定
める日常生活上の便宣を
図るための用具に規定す
るもののほか重度身体障
害者日常生活用具給付等
実施要綱及び重度障害
児・者日常生活用具給付
事業実施要綱の別表の
「種目」に掲げる日常生活
用具とし、その対象者は、
各別表の「対象者」欄に掲
げる者とする。

1 10%
別紙の通り。

○ ○ 無
2008/5/1

○ 有料
旧制度と同じ。 補装具費と同じ。

○ 有
耐用年数設定。 2008/5/1

品目毎に対象者を設定。

1 有料

補装具費の支給に準じる。

○ ○ 有

品目毎に耐用年数、基
準額を設定。

2008/5/1
基本的に重度障害者が対
象。（旧日常生活用具給
付事業を踏襲）

42－21 調査実施者　全肢連



兵庫県

神戸市

姫路市

尼崎市

明石市

洲本市
相生市

県
事業

所

313 ○ 10%

旧ガイドヘルプの単価に準じ
て設定。

別紙の通り。

○ 有

身体　32時間/月
社会生活上必要不可
欠な外出の場合は支
給できる。
知的、精神　30時間/
月
障害児　20時間/月

2008/5/1

○ ○ ○

車輌型
無料
個別型
10％

個別支援型は従来の外出介
護の単価に準じる

月額負担上限額設定

○ 有

個別給付
生活環境、身体状況
により支給量が決ま
る　　車輌移送型　48
回/年

2007/5/11
個別給付
生活環境、身体状
況により支給量が決
まる
車輌移送型
移動が困難な身体
障害者

42 ○ 10%

※身体介護（伴う／伴わない）
～30分（700円／ 1,700円）
30～60分（1,400円／3,400円）
60～90分（2,100円／4,100円）
90～120分（2,800円／4800
円）
以降30分毎に700円加算

非課税世帯　５％

○ ○ 無

2008/5/1
視覚障害者（児）…
視覚障害の障害者
手帳を持っている人
全身性障害者（児）
…肢体不自由の身
体障害者手帳を持
ち、両上肢及び両下
肢ともに著しい障害
をもっている人
知的障害者（児）…
療育手帳を持ってい
る人
上記の者で面接調
査の上、決定。

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

42－22 調査実施者　全肢連



兵庫県

西宮市

芦屋市

伊丹市

豊岡市

加古川市

川西市

赤穂市

県
事業

所

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

94 ○ 10%

平成18年3月29日厚生労働省
告示第169号の介護給付費単
位数表の通則イ、ロ及び5の
外出介護サービス費に準じて
設定

基準額の原則1割負担（生
活保護受給者除く）
負担上限額　実施要綱に定
めるところによる

○ 有

西宮市障害者自立支
援法障害福祉サービ
スガイドラインにおい
て規定

2008/5/1

○ 10%
福祉サービスと合算した負
担上限額設定

2006/12/30

○ 10% 軽減措置あり 2006/12/30

8 ○ 有料

30分以上1時間未満
区分１（重度）　4,000円
区分２（軽度）　1,500円

介護給付費の上限額との統
合。

○ ○ ○ 有

１人につき　50時間/
月

2008/5/1
身体は、全身性、視
覚障害者

29 ○ 有料 ○ ○ ○ 有

40時間/月 2008/5/1
身体は、全身性、視
覚障害者

○
行動援護と合算した負担上
限月額設定

2006/12/30

1 ○ 10% ○ 有

2008/5/1

42－23 調査実施者　全肢連



兵庫県

西脇市

宝塚市

三田市

三木市

県
事業

所

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

1 ○ 有料

身体介護あり
～30分　　　   2,300円
30～60分　    4,000円
60～90分　  　5,800円
90～120分  　 6,550円
120～150分　  7,300円
150～180分  　8,050円
以後30分につき700円
身体介護なし
～30分　　　　　 800円
30～60分　　　 1,500円
60～90分　　　 2,250円
以後30分につき700円
早朝・夜間加算
上記単価×25/100
深夜加算
上記単価×50/100

○ 無

2008/5/1

48 ○ ○ 10%

生活保護世帯　　無料
非課税　収入80万円未満
15,000円
非課税　収入80万円以上
24,600円
市民税課税世帯　　37,200
円

○ 有

通年かつ長期にわた
る外出は除く。（通
学、通院、通所など）

2008/5/1
対象者は従前の国
の基準に準じる。就
学前の児童はのぞ
く。

1 ○ 10%
国の基準額に準じる

○ 有
支給決定の範囲内 2007/5/11

8
北播磨
圏域の
市町

○ 10%

介護給付・訓練等給付と同
様に、世帯の課税状況や本
人の収入額等に応じて、利
用者毎に利用者負担上限
月額を設定

○ 無

2008/5/1

42－24 調査実施者　全肢連



兵庫県

高砂市

小野市

加西市

篠山市

養父市

丹波市

南あわじ市

県
事業

所

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

14 ○ 10%

障害福祉サービスの居宅介
護に準じる

市民税非課税世帯　５％補
助

○ 有

市に定める基準内。 2008/5/1

1 ○ 10%

個別給付と合算した負担上
限額設定 ○ 無

程度区分に応じた設
定

2007/6/1

1 ○ 有料 ○ 有

2008/5/1

2 ○
利用時間による 1割負担

○ ○ ○ 無
2008/5/1

4 ○ ○ ○ 有料

個別支援型、グループ支援型
100円/30分
車両移送型　　200円/回

個別支援型、グループ支援
型　生活保護世帯　無料
市民税非課税世帯　1/2免
除

○ 有

個別支援型、グルー
プ支援型
40時間/月

2008/5/1
車両移送型は、
（軽）自動車税の減
免非適用者。

7 ○ 10%
障害程度により基準額設定

○ 有
一人につき50時間/
月

2007/5/11

42－25 調査実施者　全肢連



兵庫県

朝来市

淡路市

宍粟市

加東市

たつの市

県
事業

所

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

○ ○ ○ 10% ○ 有

支給決定時間 2007/5/11
身障は全身性障害
者が対象

2 7 ○ 10%

国の施策に準じる

○ 無

2007/5/11

1 ○ 10%

※身体介護あり　　なし
～30分　　　 230円　 　80円
30～90分　  400円　　150円
90～120分　 580円　　225円
介護なし以降70円/30分加算
120～150分  655円
150～180分  730円
180～　　　　  805円
介護あり以降70円/30分加算
早朝・夜間加算
上記単価×25/100
深夜加算
上記単価×50/100

低所得ⅠⅡ　1/2助成

○ 無

2007/5/11
身障は視覚、全身
性障害者が対象

15 ○

平成18年９月30日以前の外
出介護、単価を利用している

○ ○ ○ 無

３月あたり96時間を上
限としている

2007/5/11

42－26 調査実施者　全肢連



兵庫県

猪名川町

多可町
稲美町

播磨町

県
事業

所

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

1 ○ ○ 10%

区分1
～30分　　　 2,300円
30～60分　  4,000円
60～90分　 5,800円
以後30分につき820円
区分2
～30分　　　 800円
30～60分　 1,500円
60～90分　 2,250円
以後30分につき750円
早朝・夜間加算
上記単価×25/100
深夜加算
上記単価×50/100

上限額
一般18,600円、
低2　12,300円、
低1　7,500円

○ 有

対象者それぞれに支
給量を決定している

2008/5/1
身体…全身性障害
者、視覚障害者

12 ○ 10%

指定障害者福祉サービス及
び基準該当福祉サービスに
要する費用の額の算定に関
する基準による

○ 無

2008/5/1

42－27 調査実施者　全肢連



兵庫県

市川町

福崎町

神河町
太子町
上郡町
佐用町

香美町

新温泉町

県
事業

所

検
討
中

車
両
移
送

共
同

共同実
施市町
村名

委託

未実施
（実施予定）

単
独

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

対象者 利　用　制　限利　　用　　者　　負　　担

備　　　考

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容その他
有 無

実　　　施 個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

状　　　　　況 事　業　内　容

身
体
知
的
精
神
有
無

2 1 10%

市川町移動支援事業実施要
綱別表第２に掲げる単価とす
る。

○ 有

１人につき20時間/月
まで

2008/5/1
本町に住所を有する
障害者等とする。

1 ○ 10%
別紙の通り。

○ 無
2008/5/1

2 ○ 10%
区分１　　4,000円/時間
区分２　　1,500円/時間 ○ ○ 有

各個人に応じた支給
量の上限あり。

2008/5/1

1 ○ 10% ○ 無

2008/5/1

42－28 調査実施者　全肢連



兵庫県

神戸市

姫路市

尼崎市

明石市

洲本市
相生市

県
事業

所

15 ○ ○ ○ 10%

補助対象経費の１０％相当
額程度の利用者負担徴収
することは可能。とし、徴収
するか否かは実施法人の
判断に委ねている。

○ 無

2008/5/1

8 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

42－29 調査実施者　全肢連



兵庫県

西宮市

芦屋市

伊丹市

豊岡市

加古川市

川西市

赤穂市

県
事業

所

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

7

西宮市地
域活動支
援セン
ター事業

無料 ○ 無

2008/5/1

○ ○ 無料 無
2007/5/11

2007/5/11

5 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

3 ○ ○ 無料 ○ ○ 無

2008/5/1

2006/12/30

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－30 調査実施者　全肢連



兵庫県

西脇市

宝塚市

三田市

三木市

県
事業

所

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

1 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

1 ○ ○ 無料

食材費等実費負担

○ 無

2008/5/1

19年～ ○ 無料 ○ 無
2007/5/11

20年6
月～

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

42－31 調査実施者　全肢連



兵庫県

高砂市

小野市

加西市

篠山市

養父市

丹波市

南あわじ市

県
事業

所

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

5 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

19年10
月～

○ 無料 ○ 無

2007/6/1

○ ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

○
2008/5/1

4 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○
2007/5/11

42－32 調査実施者　全肢連



兵庫県

朝来市

淡路市

宍粟市

加東市

たつの市

県
事業

所

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

1 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

2 無料 ○ 無

2007/5/11

1 ○ 無料 ○ 無

2007/5/11

2 ○ 無料 ○ 有

小規模作業所から地
域活動支援センターに
移行しているため

2007/5/11
利用者の希望と
状態に応じて利
用を検討

42－33 調査実施者　全肢連



兵庫県

猪名川町

多可町
稲美町

播磨町

県
事業

所

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

1

猪名川町
地域活動
支援セン
ター、一
日ﾃﾞｲｻｰ
ﾋﾞｽより移
行

10%

負担上限額
一般18,600円、
低2　12,300円、
低1　7,500円

○ ○ 有

対象者それぞれに支
給量を決定している

2008/5/1

3 無 ○ 無

2008/5/1

42－34 調査実施者　全肢連



兵庫県

市川町

福崎町

神河町
太子町
上郡町
佐用町

香美町

新温泉町

県
事業

所

軽　　減　　策委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無

未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

実　　　施

利　用　制　限

備　　　考
内　　　　容

Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

精
神
有
無

知
的

全
障
害
者

身
体

○

2008/5/1

21年4
月より

2008/5/1

2 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

2 1

豊岡市、
香美町

○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
Ⅰ型は精神の
み。

42－35 調査実施者　全肢連



兵庫県

神戸市

姫路市

尼崎市

明石市

洲本市
相生市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

13 10% 9 10% 11
800円
/回
6 無料 1 有料 25 無料

別紙の通り 別紙の通り 2008/5/1
社会参加促進事業（奉仕員養成事業、運転免許
取得・改造費助成　他別紙の通り。）

○ 10% ○ ○ ○

訪問入浴
原則１回/週

2007/5/11
社会参加参加促進事業（スポーツレクリエーショ
ン教室、芸術・文化講座、手話養成講座、点字・
声の広報、運転免許取得・改造費助成）

13 10% 3 10% ○

非課税世帯　５％ 身体障害者
面接調査の上決定
訪問入浴について
は医師、意見書必
要

2008/5/1　就職支度金給付事業

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

42－36 調査実施者　全肢連



兵庫県

西宮市

芦屋市

伊丹市

豊岡市

加古川市

川西市

赤穂市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ ○

そえぞれの事業に
おいて対象者の設
定あり

日中一時支援事業、生
活支援事業、訪問入浴
サービス事業に支給基
準を設けている

2008/5/1
社会参加促進事業

○ 10% ○
1,000
円/回

障害福祉サービスと合
算した負担上限月額

2006/12/30

○ 定額 2006/12/30

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料

介護給付費の上限額と
の統合。

身体（全身性、視覚
障害）、知的、精神

日中一時支援
短期入所（介護給付）を
併用する場合の支給量
は、最大22日。ただし、
個人の支給量は14日を
超えないものとする。

2008/5/1
社会参加促進事業（スポーツ大会、声の広報発
行事業、ボランティア養成講座　等）

○ 10% ○ 10% ○ 10% ○ 無料

障害者福祉サービスの
負担上限額に準じるが、
上限額の統合は行って
いない。

身体、知的、精神 更生訓練費は、低所得
Ⅱ以下で、自立訓練、
就労移行支援、身体障
害者入所更生施設、身
体障害者入所授産施
設のいずれかの支給認
定を受けているもの。

2008/5/1

2006/12/30

1 10%

全障害者 2008/5/1
社会参加促進事業

42－37 調査実施者　全肢連



兵庫県

西脇市

宝塚市

三田市

三木市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 10% ○ 10% ○ 無料 ○ 無料

全障害者 2008/5/1
社会参加促進事業(スポーツ大会開催事業、声
の広報発行事業、自動車運転免許取得・改造助
成事業）、就職支度金給付事業

○ 10% ○
300円
/回

○ 無料

日中一時支援
生活保護世帯　　無料
非課税収入80万円未満
15,000円
非課税収入80万円以上
24,600円
市民税課税世帯
37,200円

全障害者 訪問入浴　2回/週 2008/5/1
社会参加促進事業（自動車運転免許取得費助
成）

○ 10% ○
応能
負担

○ ○
日中一時支援は支給
毛低の範囲内

2007/5/11
社会参加促進事業、就職支度金給付事業

○ ○ ○

事業費の1割 全障害者対象 2008/5/1

42－38 調査実施者　全肢連



兵庫県

高砂市

小野市

加西市

篠山市

養父市

丹波市

南あわじ市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

9 10% 4 10% ○ 無料

市民税非課税世帯　５％
補助

全障害者
訪問入浴は身体の
み。

各事業毎に要件あり 2008/5/1
社会参加促進事業（声の広報、スポーツ教室、
運転免許・改造費助成）

○ 10% ○ 10% ○ 10%

全障害者 程度区分に応じた設定 2007/6/1
社会参加促進事業

1 有料

全障害者 2008/5/1
社会参加促進事業

○ 10% ○ 無料
日中一時支援事業のみ
1割負担

全障害者対象 2008/5/1
社会参加促進事業

4
有料
※

1 無料 1 無料

※4時間まで 500円/回
4時間を超1,000円/回
送迎料金　270円/回
生活保護世帯　無料
市民税非課税世帯
利用料　1/2免除

日中一時支援事
業
障害児者(手帳所
持)
更生訓練費支給
事業
市がサービスを提
供し定率負担が０
円の旧身体障害者
入所（通所）更生施
設,旧身体障害者入
所（通所）授産施設,
就労移行支援事業,
自立訓練（機能訓
練）,自立訓練（生活
訓練）

2008/5/1
社会参加促進事業（自動車改造助成事業（上肢
下肢体幹機能障害）、点字・声の広報等発行事
業（重度視覚障害者）利用負担無し。

○ 10% ○ 10%
2007/5/11
社会参加促進事業

42－39 調査実施者　全肢連



兵庫県

朝来市

淡路市

宍粟市

加東市

たつの市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 10% ○ 10% ○

全障害者 支給決定量以内 2007/5/11
社会参加促進事業、就職支度金給付事業

○ 有料

全障害者 2007/5/11
社会参加促進事業

○ 10% ○ 10% ○

全障害者 2007/5/11
社会参加促進事業（運転免許取得・改造費助
成、ボランティア活動支援、スポーツ大会、本人
活動支援）

11 10%

2007/5/11
社会参加促進事業（運転免許取得・改造費助
成、点字・声の広報、知的障害者職親）

42－40 調査実施者　全肢連



兵庫県

猪名川町

多可町
稲美町

播磨町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 10% ○ ○

負担上限額
一般18,600円、
低2　12,300円、
低1　7,500円

更生訓練費：身体
自動車改造助成：
身体、知的

対象者それぞれに支給
量決定

2008/5/1
社会参加促進事業（自動車改造助成）

7 3 ○ 1 ○

利用者が自立支援法第
29条第1項に規定する介
護給付及び訓練等給付
の利用係る負担額との
合計額が負担上限月額
を超える場合には負担
上限月額を超える額を償
還する

全障害者対象 障害福祉サービス基準
に準ずる

2008/5/1
社会参加促進事業（声の広報発行、手話奉仕員
養成事業）

42－41 調査実施者　全肢連



兵庫県

市川町

福崎町

神河町
太子町
上郡町
佐用町

香美町

新温泉町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 10% ○
1,000
円/回

○ 無料

日中一時は本町に
住所を有する障害
者等とする。
訪問入浴は歩行が
困難な重度の心身
障害児であって移
送に耐えられない
等の事情がある
者。
更生訓練費は、身
体障害者更生施
設、身体障害者授
産施設（旧施設も含
む）に入所している
者。

日中一時は、31日/月
まで
訪問入浴は必要最小
限度とする。

2008/5/1
社会参加促進事業（スポーツ大会、スポーツ教
室等）　　　自動車運転免許取得助成（町内に住
所を有し４級以上の身体障害者で就労等社会参
加が見込まれる者。自ら行う事業の経営に自動
車運転免許が必要と認められる者。障害の為に
交通機関を利用して通勤通学が困難な者で運転
免許を取得した者。）
自動車改造助成（重度の上肢・下肢・体幹機能
障害で就労等で自ら所有し運転する自動車の操
向装置、駆動装置の一部を改造する必要のある
者であって町内に住所を有し、特別障害者手当
の限度額を超えない者。）
※自動車運転免許・改造は１回のみであるが自
動車を新しく購入した場合は初回の申請から５年
経過したら２回目以降も助成可能。

1 10%
身体、知的 2008/5/1

○ 10% ○ 10%
2008/5/1
社会参加促進事業（スポーツ大会、点字・声の広
報）

1 10% 1 10% 1 無料

全障害者 2008/5/1
社会参加促進事業

42－42 調査実施者　全肢連



滋賀県

県 事業所

大津市

彦根市 2

多賀、甲
良、愛荘、
豊郷

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
2箇所のうち1
箇所は精神障
害者対象

長浜市 1

米原、虎
姫、湖北、
高月、木之
本、余呉、
西浅井

3 ○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

近江八幡市 1 3

東近江・安
土・日野・
竜王 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

相
談単

独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

相
談
支
援

成
年
後
見

居
住
サ
ポ

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

18－1 調査実施者　全肢連



滋賀県

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

相
談単

独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

相
談
支
援

成
年
後
見

居
住
サ
ポ

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

草津市 1 1

草津、守
山、栗東、
野洲

2 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

守山市

栗東市 2 ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

甲賀市

野洲市

湖南市

18－2 調査実施者　全肢連



滋賀県

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

相
談単

独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

相
談
支
援

成
年
後
見

居
住
サ
ポ

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

高島市 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

東近江市 7 3

東近江市、
近江八幡
市、日野
町、安土
町、竜王町

○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

米原市

安土町

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

虎姫町

湖北町

高月町

木之本町

余呉町

西浅井町

18－3 調査実施者　全肢連



滋賀県

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

県 事業所

1 ○ ○ ○ ○ 無料 無

2008/5/1
市内に住所を
有する聴覚障
害者等

1 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ ○ 有料 ○ 無

2008/5/1

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独

委託共同実施
市町村名

有 無

手
話
通
訳

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳

要
約
筆
記

18－4 調査実施者　全肢連



滋賀県

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

県 事業所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独

委託共同実施
市町村名

有 無

手
話
通
訳

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳

要
約
筆
記

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

派遣の地域は、原則とし
て滋賀県内とする。
派遣の事由は、日常生
活に必要な場合とし、営
利活動、政治活動、宗教
活動等の場合は派遣し
ない。

2008/5/1
聴覚障害者等
で意思疎通を
図る必要のあ
る者。

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者及
び言語障害者

18－5 調査実施者　全肢連



滋賀県

高島市

東近江市

米原市

安土町

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

虎姫町

湖北町

高月町

木之本町

余呉町

西浅井町

県 事業所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

単
独

委託共同実施
市町村名

有 無

手
話
通
訳

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳

要
約
筆
記

1 2 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

3 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

18－6 調査実施者　全肢連



滋賀県

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

県 事業所

1

・係る費用の1割(但し費用が基準額
を超える場合は超える部分を全額負
担）
・負担上限月額あり
 ストマ用装具、紙オムツの場合は自
己負担割合軽減策あり(平成21年3月
31日迄）

有

所得制限あり（市民税所得
割46万円以上）

2008/5/1
用具毎に定める対象者

1 有

品目毎に基準額（給付上限額）を設
定

補装具費に準ずる

○ 有

品目毎に対象者、耐用年数
等を設定

2008/5/1

1 有料

排泄管理支援用具（ストーマ装具や
紙おむつ等）の自己負担金の100％
免除を実施して
いる。

○ 有

種目ごとに対象者を限定し、
基準額、耐用年数、所得制
限を設定している。

2008/5/1

精
神

検
討
中

単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

18－7 調査実施者　全肢連



滋賀県

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

県 事業所

精
神

検
討
中

単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

1 10%

自立支援給付の補装具の単価に合
わせている。

○ 無

2008/5/1

○ 10%

所得に応じて自己負担の免除を行っ
ている。(重度の場合は所得要件な
し）日常生活用具についても同じ。

○ ○ 無

2008/5/1

18－8 調査実施者　全肢連



滋賀県

高島市

東近江市

米原市

安土町

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

虎姫町

湖北町

高月町

木之本町

余呉町

西浅井町

県 事業所

精
神

検
討
中

単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

1 5%

基準額（基準額内であれば単価）に
対して定率５％。

○ ○ 有

別紙の通り。 2008/5/1

7 有料

国基準に準じる。 ストマについては、国基準の負担上
限額を限度に助成。

○ ○ 無

2008/5/1

18－9 調査実施者　全肢連



滋賀県

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

県 事業所

11 ○ ○

重度障害
者通所生
活訓練移
動支援事
業

単価表の通り

○ ○ ○ 有

・視覚障害のｶﾞｲﾄﾞﾍﾙ
ﾌﾟ（外出付添）の場合
は原則50時間／月ま
で
・身体障害、知的障
害、精神障害の外出
付添の場合は原則30
時間／月まで
・身体障害、知的障
害、精神障害の外出
付添は1回あたりの
サービス提供は4時間
以内＞

2008/5/1
・視覚障害者(児）の外
出介護…身体障害者
手帳における視覚障
害が1級又は2級の者
・身体障害者(児）の外
出介護…身体障害者
手帳における下肢、体
幹又は脳原性移動の
障害が1級2級又は3
級の者
・知的障害者（児）の
外出介護…療育手帳
所持者
・精神障害者の外出介
護…精神障害保健福
祉手帳所持者

1 ○

居宅介護サービスに準ずる 1割負担
低所得者は5%負担、生活保
護者は負担なし

○ 無

2008/5/1

9 ○ ○ 有料 ○ ○ ○ 有

利用内容によって、利
用時間、回数の制限
がある。

2008/5/1
 高次脳機能障害、発
達障害者の利用も可
能である。

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

グ
ル
ープ
支

車
両
移
送

その他

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実施
市町村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容負担額 基準額（単価）

18－10 調査実施者　全肢連



滋賀県

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

県 事業所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

グ
ル
ープ
支

車
両
移
送

その他

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実施
市町村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容負担額 基準額（単価）

1 ○ ○ 10%

自立支援給付の居宅介護の単
価に合わせている。

○ 有

１人につき30時間/月
まで。
 視覚障害者について
は45時間/月まで）

2008/5/1

15 ○

身体介護を伴う…身体介護適
用単価を準用
身体介護を伴わない…家事援
助適用単価を準用

1割負担
生活保護世帯は無料
（上限なし）

有

身体介護を伴う…30
時間／月まで
身体介護を伴わない
…45時間／月まで

2008/5/1
・全身性障害者及び全
身性障害者に準ずる
者
・視覚障害者
・知的障害者
・精神障害者
・特に市長が必要を認
めた者

18－11 調査実施者　全肢連



滋賀県

高島市

東近江市

米原市

安土町

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

虎姫町

湖北町

高月町

木之本町

余呉町

西浅井町

県 事業所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

グ
ル
ープ
支

車
両
移
送

その他

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実施
市町村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容負担額 基準額（単価）

4 ○ 5%

身体介護あり
～30分未満　　　　　2,300円
30分～1時間　　　　4,000円
1時間～1.5時間　　 5,800円
1.5時間～2時間　　 6,620円
以降30分毎に　　　　　820円
身体介護なし
～30分未満　　　　　  800円
30分～1時間　　　　1,500円
1時間～1.5時間　　 2,250円
1.5時間～2時間　　 3,000円
以降30分毎に　　　　　750円

1 無

2008/5/1

7 ○ 無料 ○ ○ 無

2008/5/1
 重度の障害児の通
学・通院・通所、人工
透析者の通院。10,000
円/年の自家用車燃料
又タクシー助成券支
給。

18－12 調査実施者　全肢連



滋賀県

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

県 事業所

2

多賀、甲
良、愛荘、
豊郷

○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
2箇所のうち1箇所は
精神障害者
Ⅱ型は障害程度区分
2以下

1 ○

米原、虎
姫、湖北、
高月、木之
本、余呉、
西浅井

○ 無 ○ 無

2008/5/1

平成21
年4月
～

○ ○

重点機能
型地域活
動セン
ター（滋賀
型）

無料 ○ ○ 無

2008/5/1

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

委託
有 無

18－13 調査実施者　全肢連



滋賀県

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

県 事業所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

委託
有 無

1 1

守山市、栗
東市、野洲
市

○ ○

Ⅰ型
無料
Ⅱ型
1,100円
/回

○ 無

2008/5/1
Ⅰ型は、精神の相談
を含めた相談事業。
Ⅱ型は、身体中心と
し、知的、重心、精神
への拡大も図りなが
ら、デイサービス事
業を実施。
入浴のみの利用も可
能。（２００円～５００
円）

3 ○ ○

Ⅰ型…なし
Ⅱ型…１０％負担　生活保護
世帯は無料

無

2008/5/1
Ⅰ型…精神障害者保
健福祉手帳所持者。
 精神疾患を有する
者。
 その他市長が特に
認めた者
Ⅱ型…障害程度区分
認定調査を受けてい
る者で、
 かつ　・身体障害者・
知的障害者・障害
児・その他市長が特
に認めた者

18－14 調査実施者　全肢連



滋賀県

高島市

東近江市

米原市

安土町

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

虎姫町

湖北町

高月町

木之本町

余呉町

西浅井町

県 事業所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

委託
有 無

2 ○ 5%

障害区分（10月までの区分）
所要時間
①4時間未満
②4時間以上6時間未満
③6時間以上
障害区分１
①3,450円②5,760円③7,480
円
障害区分２
①3,190円②5,330円③6,930
円
障害区分３
①2,950円②4,910円③6,380
円
食事提供　420円/日
送迎　　　　540円/片道

○ 無

2008/5/1

2

竜王町、日
野町、安土
町、近江八
幡市

1 ○ ○

Ⅰ型
無料
Ⅱ型
500円/
回

○ 無

2008/5/1

18－15 調査実施者　全肢連



滋賀県

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

○ ○ ○

2008/5/1
社会参加促進事業（ｽﾎﾟ ﾂーレクリエーション教
室開催事業、点字・声の広報等発行事業、奉
仕員養成研修事業、自動車運転免許取得及び
自動車改造費助成事業）

○ ○ ○ ○ ○

2008/5/1

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ 有料

身体、知的障害者 2008/5/1
社会参加促進事業
市町村単独　１箇所、近隣市町村と共同（東近
江・安土・日野・竜王　１箇所）事業所(者)に委
託実施　４箇所）で各々実施。

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

18－16 調査実施者　全肢連



滋賀県

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

1 10% 1 10% 1 10% ○ 有料

定率負担（１割）を基本とし、従前
からの実施事業の利用負担との
継続性から、負担割合の設定、一
部の実費負担、負担の無料など
の設定としている。

全障害者 2008/5/1
福祉機器リサイクル事業
社会参加促進事業（スポーツ・リクリエーション
教室開催事業、芸術・文化講座開催等事業、
点字・声の広報等発行事業、奉仕員養成研修
事業（平成２０年度実施予定）、自動車運転免
許取得・改造助成事業）

○ ○ ○

2008/5/1

18－17 調査実施者　全肢連



滋賀県

高島市

東近江市

米原市

安土町

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

虎姫町

湖北町

高月町

木之本町

余呉町

西浅井町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

3 ※ 1
12,50
0円/
回

※所要時間
①4時間未満
②4時間～8時間未満
③8時間以上
障害区分１
①1,890円②3,780円③5,670円
障害区分２
①1,480円②2,960円③4,440円
障害区分３
①1,220円②2,450円③3,670円
重複障害　1,500円/回

全障害者 2008/5/1
社会参加促進事業（利用負担無し）

7 無料 7 無料 7 無料

2008/5/1
社会参加促進事業、就職支度金給付事業

18－18 調査実施者　全肢連



京都府

県 事業所

京都市 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

福知山市 3 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

舞鶴市

綾部市

宇治市

宮津市 2

宮津、伊
根、与謝
野

○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

亀岡市

城陽市 1 1

久御山

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

向日市

長岡京市

八幡市 1 1 ○ ○ ○ ○
相談支援
充実・強化
事業

無料 ○ 無

2008/5/1

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考
相談
支援
機能
強化

成年
後見
制度
支援

居住
サ
ポー
ト

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定） 検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施
市町村名

委託
有 無

12－1 調査実施者　全肢連



京都府

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考
相談
支援
機能
強化

成年
後見
制度
支援

居住
サ
ポー
ト

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定） 検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施
市町村名

委託
有 無

京田辺市

京丹後市 2 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

南丹市

木津川市

大山崎町

久御山町

井手町

宇治田原町 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

笠置町

和束町

精華町 1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

南山城村

京丹波町

伊根町

与謝野町

12－2 調査実施者　全肢連



京都府

京都市

福知山市

舞鶴市

綾部市

宇治市

宮津市

亀岡市

城陽市

向日市

長岡京市

八幡市

県 事業所

○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
市内に居住する聴
覚障害者のうち、実
施要項（別紙）の条
件を満たす者。

1 ○ ○ ○

手話奉仕
員・要約
筆記奉仕
員養成講
座の運営

無料 ○ 無

2008/5/1

○ ○ ○ ○ 無料 無

2008/5/1
聴覚障害を有する
方対象

1 ○ ○ ○ 無料

地域生活支援事業に
係る利用者負担なし
(平成20年度まで） ○ 無

2008/5/1

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚、言語障がい
者（難聴者含む）

手話
通訳
者
派遣

要約
筆記
者
派遣

手話
通訳
者
設置

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定） 検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

12－3 調査実施者　全肢連



京都府

京田辺市

京丹後市

南丹市

木津川市

大山崎町

久御山町

井手町

宇治田原町

笠置町

和束町

精華町

南山城村

京丹波町

伊根町

与謝野町

県 事業所

手話
通訳
者
派遣

要約
筆記
者
派遣

手話
通訳
者
設置

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定） 検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
実施事業所が圏域
に1箇所のみ。
聴覚障害者及び音
声・言語機能障害
者

12－4 調査実施者　全肢連



京都府

京都市

福知山市

舞鶴市

綾部市

宇治市

宮津市

亀岡市

城陽市

向日市

長岡京市

八幡市

県 事業所

○ 10%

所得階層毎に負担月額上限額設
定。

○ 有

一部品（蓄便袋、蓄尿袋
等）を除き、在宅生活者
のみを給付対象としてい
る。　　　　　一部品目（Ｔ
字状・棒状つえ等）を除
き、原則として２具給付を
認めていない。

2008/5/1
品目毎に対象となる障
害、及び等級を設定。
（別紙の通り。）

1 10% ○ ○ 有

耐用年数設定。 2008/5/1

○ 10%

市町村税非課税世帯５％ 障害福祉サービス費の負担上限
額に同じ

○ ○ 無

2008/5/1
品目により対象となる障
害、障害内容が異なりま
す。

1 無料 ○ 無

2008/5/1

○ 有料

市民税額により設定。 平成１８年９月まで補装具であっ
た品目については、５％負担。

○ 無

2008/5/1
用具により対象者設定。

単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）
実　　　施

未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

12－5 調査実施者　全肢連



京都府

京田辺市

京丹後市

南丹市

木津川市

大山崎町

久御山町

井手町

宇治田原町

笠置町

和束町

精華町

南山城村

京丹波町

伊根町

与謝野町

県 事業所
単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）
実　　　施

未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

1 有料

別紙の通り。 課税額に応じた負担。

○ 無

2008/5/1

1 5%

別添「日常生活用具給付
事業実施規則」による。

平成２０年度まで、生活保護世帯
は無料。

○ ○ 無

2008/5/1

○ 10%

用具品目毎の基準額あり。平成21年度末まで軽減。
市長村民税課税世帯５％他
非課税世帯他０％

○ ○ 有

用具、品目毎に耐用年
数の設定。

2008/5/1
用具、品目毎に対象者設
定。

12－6 調査実施者　全肢連



京都府

京都市

福知山市

舞鶴市

綾部市

宇治市

宮津市

亀岡市

城陽市

向日市

長岡京市

八幡市

県 事業所

○ ○

身体介
護あり
10％
身体介
護なし
無料

障害福祉サービス費の
負担上限額に同じ

○ ○ ○ 有

基本として、32時間/
月以内。

2008/5/1
身体は、全身
性障害、視覚
障害が対象。

1 ○ ○ 10% ○ 有

基本として、30時間/
月以内。
30時間/月を越える場
合は事前に要相談。

2008/5/1

7 ○ 10%

市町村税非課税世帯
５％

障害福祉サービス費の
負担上限額に同じ

○ ○ ○ 無

2008/5/1

14 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○ ○ ○ 10%

５％まで軽減。

○ 無

2008/5/1
障がいにより
異なる。

単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定） 検

討
中

個
別
支
援

グ
ルー
プ
支援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

12－7 調査実施者　全肢連



京都府

京田辺市

京丹後市

南丹市

木津川市

大山崎町

久御山町

井手町

宇治田原町

笠置町

和束町

精華町

南山城村

京丹波町

伊根町

与謝野町

県 事業所
単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定） 検

討
中

個
別
支
援

グ
ルー
プ
支援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

6 ○
50円/30
分

非課税世帯は無料。

○ 無

2008/5/1

7 ○ 2.50%

居宅介護サービス費に
かかるサービスコードの
うち、身体介護を伴う移
動支援については身体
介護を、身体介護を伴わ
ない移動支援について
は家事援助を使用。

平成２０年度まで、生活
保護世帯は無料。

○ 有

１人につき６０時間／
月まで。

2008/5/1

11 ○ 10%

平成21年度末まで軽
減。
市長村民税課税世帯
５％他
非課税世帯他０％

○ 無

2008/5/1

12－8 調査実施者　全肢連



京都府

京都市

福知山市

舞鶴市

綾部市

宇治市

宮津市

亀岡市

城陽市

向日市

長岡京市

八幡市

県 事業所

39 ○ ○ ○

Ⅱ型
１０％
Ⅲ型
実費負
担

○ 有

原則　５日/週。 2008/5/1

○

2008/5/1

1

伊根、与
謝野

○

300円／回

○ 無

2008/5/1

3
基礎的事
業

無料 ○ 無

2008/5/1

1 1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

委託
有 無

基準額（単価）
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無
内　　　　容

全
障
害
者

身
体

12－9 調査実施者　全肢連



京都府

京田辺市

京丹後市

南丹市

木津川市

大山崎町

久御山町

井手町

宇治田原町

笠置町

和束町

精華町

南山城村

京丹波町

伊根町

与謝野町

県 事業所
委託

有 無
基準額（単価）

Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無
内　　　　容

全
障
害
者

身
体

3 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○

2008/5/1

○

木津川、
和束、笠
置、南山
城

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

12－10 調査実施者　全肢連



京都府

京都市

福知山市

舞鶴市

綾部市

宇治市

宮津市

亀岡市

城陽市

向日市

長岡京市

八幡市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

10 10% 5 10% 4 実費 ○ 給付

障害福祉サービス費
の負担上限額設定。

全障害者。
訪問入浴、更生訓
練費は身体のみ。

訪問入浴
原則1日/週

2008/5/1
就職支度金給付事業。

10 10% ○ 有料 ○ 10% ○

日中一時、訪問入浴
均等割り課税　５％
非課税　　　　　無料
利用者本人が非課税
の場合は上記の1/2。

全障害者 日中一時支援
26回/月を上限。

2008/5/1
社会参加促進事業、

2 1 1

10%
市町村税非課税世帯
５％
障害福祉サービス費
の負担上限額に同じ

2008/5/1

○ ○ ○

全障害者対象 2008/5/1
社会参加促進事業（各種養成事業、生活
訓練事業）、精神障害者グループワーク、
障害児介護支援事業

○ ※ ○ ※ ○ ※

※サービスにより設
定。

※サービスにより
設定。

※サービスにより設
定。

2008/5/1
社会参加促進事業、就職支度金給付事
業、その他

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

12－11 調査実施者　全肢連



京都府

京田辺市

京丹後市

南丹市

木津川市

大山崎町

久御山町

井手町

宇治田原町

笠置町

和束町

精華町

南山城村

京丹波町

伊根町

与謝野町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

11
200円
/日

2
50円
/30分
3
200円
/日

1 3 給付

生活サポート　非課税
世帯無料。

全障害者 2008/5/1
障害者共同生活訓練事業、障害児ﾀｲﾑｹｱ
事業（200円/日）
日中短期入所事業（200円/日、市民税非
課税世帯無料）
社会参加促進事業　他

5 2.50% 1 10%

日中一時
利用料（1,000円/時
間）平成２０年度ま生
活保護世帯は無料。
訪問入浴
1,438円/回

全障害者 日中一時支援
１人につき６４時間
／月まで。
（学校休業期間中
は必要と認める時
間）

2008/5/1

○ 10% ○ 10% ○ 無料

2008/5/1
自動車改造、自動車免許取得助成事業
（市長村民税課税世帯１０％　非課税世帯
５％他　生活保護世帯０％）

12－12 調査実施者　全肢連



大阪府

県
事業

所

大阪市 37 37 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

岸和田市 2 ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

豊中市
池田市
吹田市
泉大津市
高槻市
貝塚市

守口市 1 2 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

30－1 調査実施者　全肢連



大阪府

県
事業

所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

堺市 17 ○ ○ ○ ○

障害者
自立支
援協議
会事務
補助業
務

無料 ○ 無

2008/5/1

枚方市 6 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

茨木市 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－2 調査実施者　全肢連



大阪府

県
事業

所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

八尾市 3 ○ ○ ○ ○
ピアカウ
ンセリン
グ事業

無料 ○ 無

2008/5/1

泉佐野市

富田林市 3 ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

寝屋川市 2 3 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

河内長野市 2 ○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

和泉市
箕面市

30－3 調査実施者　全肢連



大阪府

県
事業

所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

松原市 3 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

大東市 3 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

居住サポート事
業　30時間（6カ
月間程度）延長
可

2008/5/1

柏原市
羽曳野市

門真市 2 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1　　　　　障
害児、発達障害含
む。

摂津市
高石市
藤井寺市
東大阪市
四條畷市
大阪狭山市
阪南市

30－4 調査実施者　全肢連



大阪府

県
事業

所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

泉南市 3 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

交野市 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

島本町 4 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

豊能町

能勢町 1

豊能町、
池田市

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
町内居住の障害者、
障害児の保護者、障
害者の介護を行う
者、またこれらに準じ
る者。

忠岡町
熊取町
田尻町
岬町
太子町
河南町

千早赤阪村 6 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－5 調査実施者　全肢連



大阪府

大阪市

岸和田市

豊中市
池田市
吹田市
泉大津市
高槻市
貝塚市

守口市

県
事業

所

2 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚・言語に障
害のある方

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ 無料 ○ 有

別紙要綱の通り 2008/5/1
対象者は別紙
要綱の通り。

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

30－6 調査実施者　全肢連



大阪府

堺市

枚方市

茨木市

県
事業

所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－7 調査実施者　全肢連



大阪府

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

和泉市
箕面市

県
事業

所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

1 ○ ○ 無料 無

2008/5/1
手話を必要とす
る八尾市民

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

公的医療機関等に赴く場合や講
習会等に参加する場合。

2008/5/1

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚、音声・言
語障害者

30－8 調査実施者　全肢連



大阪府

松原市

大東市

柏原市
羽曳野市

門真市

摂津市
高石市
藤井寺市
東大阪市
四條畷市
大阪狭山市
阪南市

県
事業

所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者対
象

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚、視覚、重
複障害者。

30－9 調査実施者　全肢連



大阪府

泉南市

交野市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町
熊取町
田尻町
岬町
太子町
河南町

千早赤阪村

県
事業

所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

2 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者

○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 1 ○ ○ 無料 ○ 有

手話通訳配置
役場の手続きや相談に来所する
場合。
手話通訳派遣届出・相談等公的
機関、受診・相談等医療機関に赴
く場合。
文化・教養のための各種事業参
加。

2008/5/1
障害者手帳を
保持している聴
覚障害者、音声
言語障害者。

2 ○ 無料

手話通訳者の交通
費等、必要経費は
利用者の負担。

○ 有

範囲は、府内及び隣接市町。
時間　am9時～pm5時で4時間以
内。

2008/5/1
障害者手帳を
保持している聴
覚障害者、音声
言語障害者。

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者

30－10 調査実施者　全肢連



大阪府

大阪市

岸和田市

豊中市
池田市
吹田市
泉大津市
高槻市
貝塚市

守口市

県
事業

所

24

日常生活用具の給付にかか
る自己負担額(徴収基準月額)
表の通り

有

施設入所及び入院の者
は対象外

2008/5/1
対象：重度障害者日
常生活用具給付基
準表の通り

1 10% ○ ○ ○ 有

種目により耐用年数設
定。

2008/5/1
原則、在宅の障害者
が対象。

190 有料

別紙参照 別紙参照

○ 無

2008/5/1

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

30－11 調査実施者　全肢連



大阪府

堺市

枚方市

茨木市

県
事業

所

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

○ 10%

月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
低所得Ⅰ　　　　 6,000円
低所得Ⅱ　　　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円
ストマ用装具
生活保護世帯　　　　0円
低所得ⅠⅡ　　　1,100円
課税世帯　　　　24,000円

○ 無

2008/5/1
品目により対象者を
限定。（例　拡大読書
器は学齢児以上の
視覚障害者等）

1 10%

月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円

○ 無

2008/5/1
対象者は別紙の通
り。

○ 10%

月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円

○ 無

2008/5/1
原則、重度障害者が
対象。一部は等級に
関係なく給付可能。
（拡大読書器、入浴
補助用具、聴覚障害
者用情報受信装置、
一本杖、ストマ、聴覚
障害者通信装置、移
動、移乗支援用具
等）

30－12 調査実施者　全肢連



大阪府

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

和泉市
箕面市

県
事業

所

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

1

18歳以上の身体障害者、そ
の他障害者・児について規定
（別表あり）

各品目の費用限度額内に
おいて1割負担
月額上限額
生活保護世帯　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　24,000円

○ 有

・耐用年数
・住宅改修、情報、通信支
援用具については支給は
1回限り

2008/5/1

1 有料

国基準に準じる。 上限額設定
課税世帯　　　24,000円
非課税世帯　 12,000円 ○ ○ ○ 有

補装具費と同じ所持制限
あり。

2008/5/1

○ 10%

上限額設定
課税世帯　　　24,000円
非課税世帯　 12,000円 ○ 有

耐用年数あり。 2008/5/1
対象者は別紙参照。

1 10%

上限額設定
課税世帯　　　24,000円
非課税世帯　 12,000円

○ 無

2008/5/1
品目により、対象者
を設定。

30－13 調査実施者　全肢連



大阪府

松原市

大東市

柏原市
羽曳野市

門真市

摂津市
高石市
藤井寺市
東大阪市
四條畷市
大阪狭山市
阪南市

県
事業

所

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

○ 10%

別紙の通り。 実際の価格が、基準額以下
の場合は、その価格の１
０％負担額とする。
負担上限額
生活保護世帯　　　　 0円
非課税世帯　　　12,000円
課税世帯　　　　 24,000円

○ ○ 有

介護保険の対象者で、同
等品の給付を受けている
場合は、介護保険制度が
原則優先となる。
用具に耐用年数を定め、
年数を経過していない場
合の同等品の給付はでき
ない。ただし、修理が不可
能で新品による使用の効
果が向上する場合等は給
付が可能。

2008/5/1
品目により、対象者
を設定。

○ 10%

移動・移動支援用具　6,000円
入浴補助用具　90,000円
ネブライザー(吸引器）
36,000円
電気式たん吸引器　56,400円
紙オムツ　1月　12,000円
聴覚障害者用通信装置
71,000円
視覚障害者用拡大読書器
198,000円　等

原則1割負担
月額負担上限額
生活保護世帯　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　24,000円

○ 無

2008/5/1

1 10%

月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円

○ 有

耐用年数を超えないうち
の交付。

2008/5/1
用具により障害種
別、等級などの条件
有り。

30－14 調査実施者　全肢連



大阪府

泉南市

交野市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町
熊取町
田尻町
岬町
太子町
河南町

千早赤阪村

県
事業

所

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

1 10%

旧制度の基準額通り。 月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円

○ ○ 有

旧制度の要件の通り。 2008/5/1

10%

月内における負担上限額を設
けている

1割負担 2008/5/1

1 10%

基準額を上回る場合は、基準
額の１０％と基準額を上回る
額を合算した額。

月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円

○ 有

介護保険制度適用者は、
介護保険制度が優先。

2008/5/1
対象者は種目毎に設
定。

1 10%

月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円 ○ ○ 有

品目毎に耐用年数を経過
していない場合。

2008/5/1
品目毎に障害内容、
等級等を設定。

○ 10%

別紙の通り。 月額負担上限額
生活保護世帯　　　　0円
非課税世帯　　12,000円
課税世帯　　　　24,000円

○ 無

地方税法に規定する、所
得割の額が460,000円以
上である場合は給付しな
い。

2008/5/1

30－15 調査実施者　全肢連



大阪府

大阪市

岸和田市

豊中市
池田市
吹田市
泉大津市
高槻市
貝塚市

守口市

県
事業

所

##

1,750円／時（時間帯加
算なし）

利用者負担は基準額の1割
月額負担上限額
生活保護世帯…0円
非課税世帯…1,000円
課税世帯…3,000円
（世帯の範囲は住民基本台
帳上の世帯を基本とする）
20年7月より個人単位の予
定

有

障害者　51時間／月
障害児(小学5年生か
ら18歳未満）24時間
／月
障害児（小学4年生ま
で、未就学除く）12時
間／月
夏休み等長期休暇中
は30時間／月
社会生活上必要不可
欠な外出及び余暇活
動等、社会参加促進
のための外出。
通勤、営業活動等経
済活動、通年かつ長
期、社会通念上適当
でない外出を除く。

2008/5/1
対象者：身体障害者
は視覚障害1級・2級
の視覚障害者（児）
身体障害者手帳1・2
級の盲ろう者（児）
重度訪問介護の対
象とならない全身性
障害者（児）で次のい
ずれkにも該当する
もの。
・両上肢及び両下肢
のいずれにも重度の
障害を有する肢体不
自由の1級の者　・両
上肢及び体感のい
ずれにも重度の障害
を有する肢体不自由
の1級の者。又はこ
れに準ずる者。

59 ○ 10%

負担上限額設定
生活保護世帯　　　　　0円
非課税世帯　　　　2,000円
課税世帯　　　　　 4,000円 ○ ○ ○ 無

2008/5/1
遠路離で、一部介助
以上程度の障害者
が対象。

60 ○ 有料

別紙参照 別紙施行規則の通り。

○ 有

別紙の通り。 2008/5/1

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担
グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容
負担
額

基準額（単価）

30－16 調査実施者　全肢連



大阪府

堺市

枚方市

茨木市

県
事業

所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担
グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容
負担
額

基準額（単価）

○ ○ 10%

所得にかかわらず一定
時間数までの利用につ
いては無料とし、それを
超える利用についてのみ
1割負担。（30分あたり80
円）

生活保護世帯は無料。
①無料　　②１０％負担
身体障害者
①～25時間　②～50時間
知的障害者・精神障害者
①～18時間 　②～40時間
18歳未満の障害児
①～10時間　②～20時間
（8月のみ40時間）
施設入所者（18歳以上）
一時帰宅中の外出
①～15時間　②～25時間
施設を起点とする外出（市
内施設のみ） ①なし　②～
25時間　　　施設を起点とす
る外出で、地域生活への移
行を目指す場合（1年間の
み）

○ 有

障害区分に応じ、利
用上限時間を設定。
（４③「利用者負担額
（割合等）及び負担軽
減策」の表を参照。）

2008/5/1
身体障害者について
は、次のとおり限定
① 視覚障害１・２級
又は、それらと同等
の状態にあるもの
② 全身性障害（肢体
不自由１級かつ両上
肢及び両下肢の機
能障害又はそれらと
同等の状態にあるも
の）

98 ○ 10%

～1時間まで1,600円。
以降15分ごとに400円加
算。

月額上限負担額：
生活保護世帯       0円
非課税世帯    　1,000円
課税世帯         2,000円

○ 有

小学3年生～
25時間/月
中学生　30時間/月
高校生　35時間/月
18歳～  50時間/月

2008/5/1
身体は、聴覚障害、
常時車いす利用者。

73 ○ 10%

地域生活支援事業である
移動支援、日帰りショートス
テイ、地域活動支援セン
ターⅡ型、訪問入浴で一括
して利用者負担上限月額を
設定。

生活保護世帯　　　　　　　０
円
市民税非課税世帯　２,０００
円

○ 無

2008/5/1

30－17 調査実施者　全肢連



大阪府

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

和泉市
箕面市

県
事業

所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担
グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容
負担
額

基準額（単価）

53 ○

1,000円／30分 世帯による階層区分(負担
額30分あたり／月額上限
額）
生活保護：（0円／0円）
低所得１：(25円／2,000円）
低所得2：（50円／2,000円）
一般：（100円／4,000円）

○ 無

2008/5/1

50 ○
200円
/時間

負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

80 ○ ○ ○ 有料

1,600円/時間（個別支
援）

負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円 ○ ○ ○ 無

基本
18際未満　16時間/月
18歳以上　40時間/月

2008/5/1
行動援護、重度訪問
介護、重度障害者包
括支援対象者は対
象外。

○ ○ 10%

1,000円/30分 負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円

○ 無

2008/5/1

30－18 調査実施者　全肢連



大阪府

松原市

大東市

柏原市
羽曳野市

門真市

摂津市
高石市
藤井寺市
東大阪市
四條畷市
大阪狭山市
阪南市

県
事業

所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担
グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容
負担
額

基準額（単価）

51 ○ 10%

1,000円/30分 月額上限負担額：
生活保護世帯…0円
非課税世帯…2,000円
課税世帯…4,000円
基準該当生活介護の利用
者負担なし。 ○ 無

2008/5/1

49 ○ ○ ○ 10%

個別支援：
30分あたり　800円、
グループ支援：
1:2　30分あたり　500円
1:3　30分あたり　400円
1:4　30分あたり　350円
1:5又は6　30分あたり　300円
車輌移送（短期入所送迎） 1
回あたり　1,840円
車輌移送（基準該当生活介護
送迎）　1回あたり　540円

原則1割負担
月額上限負担額：
生活保護世帯…0円
非課税世帯…2,000円
課税世帯…4,000円

○ 有

余暇外出について
は、月30時間(児童の
場合は学校があるの
で月20時間。但し、夏
休み等については、
相談してもらえば30時
間まで変更可能）それ
以外の外出について
は、特に制限なく利用
者と相談し決定する。

2008/5/1

○ ○ 10%

1,600円/時間 負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円 無

ガイドライン作成検討
予定。

2008/5/1

30－19 調査実施者　全肢連



大阪府

泉南市

交野市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町
熊取町
田尻町
岬町
太子町
河南町

千早赤阪村

県
事業

所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担
グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託
有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容
負担
額

基準額（単価）

39 ○ 10%

初動加算　　600円
1,800円/時間

負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円 ○ 有

目安となる上限額は
決めているが、必要
時は支給している。

2008/5/1

○ ○

1600円／h　以降15分毎
に400円

○ 無

2008/5/1

4 ○ 有料

負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円

○ 無

2008/5/1

5 ○ 10%

負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円

○ 有

一日の範囲で業務を
終えるもの。
通勤・営業活動等の
経済的活動や社会通
念状適用することが
不適当な外出。

2008/5/1
町内居住の障害者、
法第19条33項の規
定により本町が介護
給付費等の支給を決
定した者。

5 ○ 10%

2,000円/時間 負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円 ○ 無

2008/5/1

30－20 調査実施者　全肢連



大阪府

大阪市

岸和田市

豊中市
池田市
吹田市
泉大津市
高槻市
貝塚市

守口市

県
事業

所

Ａ
型
３
７

Ｂ型
２１

○ ○ ○ 無料

但し、食事や創作活動にお
ける食材料費、入浴におけ
る光熱水費等の実費につ
いては自己負担

○ 有

Ａ型：
・養護教育諸学校ある
いは養護学校等に在
籍している者
・市外に住所を有する
者　　　のいずれかに
該当する者は対象外。
Ｂ型：
他の日中系サービスと
同一日の利用は不可

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 有

問題行動等により集団
生活が不可能になった
場合は、利用停止等す
ることもある。

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

30－21 調査実施者　全肢連



大阪府

堺市

枚方市

茨木市

県
事業

所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

8 ○ ○ 無料 ○ 有

（１）日常生活における
活動の場が少なく、社
会生活上活動の場を
必要としているもの。
（２）病状及び障害が安
定し、社会参加又は社
会復帰を自ら希望して
いるもの。

2008/5/1

7 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

2 2 ○ ○ 有料 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

30－22 調査実施者　全肢連



大阪府

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

和泉市
箕面市

県
事業

所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

6 ○ ○ 基礎事業

Ⅱ型：
生活保護(4時間0円／4時
間以上6時間未満0円／6
時間以上0円）
低所得１(4時間100円／4
時間以上6時間未満150円
／6時間以上200円）
低所得2(4時間200円／4時
間以上6時間未満300円／
6時間以上400円）
一般(4時間400円／4時間
以上6時間未満600円／6
時間以上800円）

有

Ⅱ型は月10日 2008/5/1
Ⅰ型…精神
障害者及び
福祉事務所
長が必要と認
めた者。
Ⅱ型…生活
介護対象者
以外の障害
者（児童は認
めず）
基礎…なし

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

2 5 ○ ○

Ⅰ型
無料
Ⅱ型
１０％

負担上限額は自立支援給
付と同様。

○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－23 調査実施者　全肢連



大阪府

松原市

大東市

柏原市
羽曳野市

門真市

摂津市
高石市
藤井寺市
東大阪市
四條畷市
大阪狭山市
阪南市

県
事業

所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

3 ○ ○ 無料 無

　 2008/5/1
Ⅰ型…精神
障害者、その
他市長が特
に必要と認め
たもの
Ⅱ型…精神
障害者・身体
障害者、その
他市長が特
に必要と認め
たもの

○ ○ ○ 無料 ○ 無

各事業所で受け入れ
可能な人員まで。

2008/5/1

30－24 調査実施者　全肢連



大阪府

泉南市

交野市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町
熊取町
田尻町
岬町
太子町
河南町

千早赤阪村

県
事業

所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託
有 無

2 ○ ○

Ⅰ型
無料
Ⅱ型
150円/
日

○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○

2008/5/1

1 ○ 10%

負担上限額設定
課税世帯　　　　4,000円
非課税世帯　　 2,000円

○ 無

2008/5/1
町内居住障
害者が対象。

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－25 調査実施者　全肢連



大阪府

大阪市

岸和田市

豊中市
池田市
吹田市
泉大津市
高槻市
貝塚市

守口市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

48 10% ○ 10% 21 有料 1 無料 2

家賃・
食費・
光熱
水費・
日用
品等
は自
己負
担

○ 無料

日中一時支援：原則1割
負担。但し、生活保護
受給者が社会的理由で
利用した際は負担は発
生せず。
生活サポート事業：原
則1割負担。但し、生活
保護世帯は無料。負担
上限の設定は行わな
い。
訪問入浴サービス：1回
あたりの利用者及び扶
養義務者負担額
生活保護受給者、市民
税非課税　0円
所得税非課税　100円
所得税課税　400円

日中一時支援身体障害者。
生活サポート事業：市内に
居住する障害者で、以前に
居宅介護サービスを受けて
おり、障害認定区分の結
果、非該当となったが、継続
して日常生活への支援を行
わなければ生活に支障をき
たすと考えられる者。
訪問入浴サービス：市内に
居住する障害者で、障害程
度1級及び2級の身体障害
者手帳の交付を受けている
者で年齢が概ね18歳以上
65歳未満。利用者・介護者
の住居の状況等により入浴
が困難な者。施設入所者及
び入院中の者。

生活サポート事業：
8時間／月　支給決
定期間最長6ヶ月
訪問入浴サービス：
8回／月　浴槽が居
宅に搬入できるなど
の物理的制限
利用者の健康状態
による制限

2008/5/1

15 10% 1 無料 1 無料 9 ※

負担上限額設定
生活保護世帯　0円
非課税世帯 2,000
円
課税世帯 4,000円

日中一時支援
障害程度区分１以上の
障害児者で支給決定を
受けたもの。
福祉ホーム　身体

日中一時支援
短期入所と併せて
14日/月まで。
福祉ホーム
定員10人まで。

2008/5/1
※就労移行支援、自立訓練のサービス利用決定
者、指定旧法施設支援受給者で更生訓練を受けて
いるもので定率負担に係る利用者負担額の生じな
い者、利用者負担の対象となる収入から更生訓練
費相当額を控除した後の額が27万円以下の者。

○
有料
※

○
有料
※
○
有料
※

○

※別紙の通り 全障害者 ※別紙の通り 2008/5/1
社会参加促進事業（別紙要綱の通り）、就職支度金
給付事業

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

30－26 調査実施者　全肢連



大阪府

堺市

枚方市

茨木市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

○ 10% ○ 10% ○ 無料 ○ 無料 ○ 無料

負担上限額設定
生活保護 　　  0円
低所得1　　1,000円
低所得2　　2,000円
一般　　　　4,000円

身体が対象。
知的は、日中一時支
援、福祉ホームのみ対
象。

2008/5/1
 社会参加促進事業（スポーツ・レクリエーション教
室開催、奉仕員養成研修事業等）
 就職支度金給付事業

15
有料
※

6
10%
※１

※～5時間以内500円/
回
5時間～以上1,000円/
回
※１月額上限負担額
生活保護世帯  0円
非課税世帯 1,000円
課税世帯    2,000円

全障害者 2008/5/1

○ 有料 ○ 有料 ○ 無料

全障害者 2008/5/1
就職支度金給付事業

30－27 調査実施者　全肢連



大阪府

八尾市

泉佐野市

富田林市

寝屋川市

河内長野市

和泉市
箕面市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

7 2 ○

訪問入浴サービス：1回
あたりの負担額は生活
保護世帯0円。低所得１
100円。低所得２　200
円。一般400円。
日中一時支援：
生活保護(3時間0円／3
時間以上6時間未満0円
／6時間以上0円）
低所得１(3時間70円／3
時間以上6時間未満100
円／6時間以上150円）
低所得2(3時間150円／
3時間以上6時間未満
200円／6時間以上300
円）
一般(3時間300円／3時
間以上6時間未満400円
／6時間以上600円）

全障害者対象 日中一時支援事業
10日／1ヶ月

2008/5/1

7
有料
※

1
有料
※１

○ 無料

※生活保護　なし
非課税世帯　　450円
※１生活保護　なし
課税世帯　　4,000円
非課税世帯 2,000円

身体、知的 2008/5/1

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ 有料

～4時間以内　200円
4～8時間　　　400円
8時間～　　　　600円
上限額は介護給付に準
じる。

身体、知的 2008/5/1
社会参加促進事業、就職支度金給付事業

○ 10% ○ 無料

負担上限額設定
課税世帯　　　900円
非課税世帯　 450円

全障害者 2008/5/1
社会参加促進事業（奉仕員養成研修、スポーツ・レ
クリエーション教室）

30－28 調査実施者　全肢連



大阪府

松原市

大東市

柏原市
羽曳野市

門真市

摂津市
高石市
藤井寺市
東大阪市
四條畷市
大阪狭山市
阪南市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

13 10% 1 10% ○ 無料

負担上限額
日中一時支援
生活保護　0円
非課税世帯　450円
課税世帯　900円
訪問入浴
生活保護 0円
その他 2,000円

日中一時支援は、身
体、知的、精神
 訪問入浴は、身体、知
的

訪問入浴は週１回
まで

2008/5/1
生活訓練事業、社会参加促進事業（奉仕員養成研
修、芸術文化講座開催等事業、自動車運転免許取
得、改造費助成、点字・声の広報等発行事業）、障
害福祉タクシー料金助成、重度障害者リフト付福祉
タクシー事業、重度障害者外出支援事業、

14 2 ○ ○

訪問入浴サービス：1回
につき400円の負担。
上限額は生活保護世帯
0円。非課税世帯2,000
円。　　課税世帯4,000
円。　　　　日中一時支
援：4時間未満1回200
円、4時間以上8時間未
満1回400円、8時間以
上1回600円、送迎1回
55円、上限額は訪問入
浴と同じ。

訪問入浴は身障手帳
の交付を受けている人
で、このサービスを利
用しないと入浴が困難
な人

訪問入浴は週3回
まで

2008/5/1

○ 10% ○ 10% ○ 無料

負担上限額設定
課税世帯　　4,000
円　　　　　　非課税
世帯 2,000円

必要度をアセスメントし
て決定。

１日の利用時間は8
時間まで。
越える場合は、要
連絡。

2008/5/1

30－29 調査実施者　全肢連



大阪府

泉南市

交野市

島本町

豊能町

能勢町

忠岡町
熊取町
田尻町
岬町
太子町
河南町

千早赤阪村

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

○ 10%

ﾀｲﾑｹｱ　負担上限無し
日帰り短期入所
負担上限額設定
課税世帯　　4,000円
非課税世帯 2,000円

ﾀｲﾑｹｱ
小１～高３までの障害
児
日帰り短期入所
障害程度区分１以上

2008/5/1
社会参加促進事業（点訳・手話奉仕員養成、点字・
声の広報発行、自動車運転免許取得、改造費助
成）

11

日中一時…5時間未満
200円／回　5時間以上
400円／回　　　社会参
加促進事業…初乗り運
賃分の助成

日中一時…身体・知的
障害者又は児童
社会参加促進事業…
18歳以上で身障手帳に
記載されている各障害

社会参加促進事業
…年間24枚まで（最
高）交付

2008/5/1
社会参加促進事業（重度身体障害者移動支援事
業）

3 有料 1 無料 1 無料

負担上限額設定
課税世帯　　4,000
円
非課税世帯 2,000
円

全障害者 2008/5/1
地域療育支援、知的障害者生活支援、精神障害者
地域生活支援

3
10%
※

3
有料
※１

※負担上限額設定
課税世帯　　4,000
円　　　　　　非課税
世帯 2,000円　　※
１　課税状況によ
り、無料～2,000円

全障害者 訪問入浴
一人あたり　2回/月

2008/5/1

6 10%

負担上限額設定
課税世帯　　　900
円　　非課税世帯
450円

2008/5/1
社会参加促進事業（レクリエーション大会開催事
業、声の広報発行事業、自動車改造費助成事業）
自動車改造費助成事業は、前年度所得税額が１４
０，００１円以上の世帯対象外。

30－30 調査実施者　全肢連



奈良県

県 事業所

奈良市 8 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

大和高田市 2 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
市内在住者対象

大和郡山市 3 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

天理市 ○

2007/6/1

橿原市 1 1 無料 ○ 無

2008/5/1

桜井市 1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

五條市

御所市 1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

30－1 調査実施者　全肢連



奈良県

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

生駒市 3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

香芝市 19年～

2007/6/1

葛城市 2 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

宇陀市 1 ○ 無料 ○ 無
2007/6/1

山添村

平群町 1

安堵、三
郷、王寺、
河合、斑
鳩、上牧

2 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

三郷町 1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

30－2 調査実施者　全肢連



奈良県

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

斑鳩町 1

平群、三
郷、王寺、
河合、安
堵、上牧

○

障害程度
区分認定
調査

無料 ○ 無

2008/5/1

安堵町 1

平群、三
郷、王寺、
河合、斑
鳩、上牧

○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

川西町

三宅町 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

田原本町 1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

曽爾村

御杖村

高取町 1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

明日香村 1 1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－3 調査実施者　全肢連



奈良県

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

上牧町 1

平群、三
郷、王寺、
河合、斑
鳩、安堵

○ 無料 ○ 無

2007/6/1

王寺町 2 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

広陵町 3 ○ 無料 ○ 　 無

2008/5/1

河合町 1

平群、三
郷、王寺、
上牧、斑
鳩、安堵

○ 無料 有

障害程度区分に応
じて設定

2007/6/1
身体障害者の暮
らしや本人家族
等の聞き取りを
し、障害程度区分
に照らし合わせケ
アプランを作成

吉野町 1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

大淀町 1 ○ ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2007/6/1

下市町 ○

五條、大
淀、吉野

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

黒滝村

天川村

野迫川村

30－4 調査実施者　全肢連



奈良県

県 事業所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相
談
支
援
機

成
年
後
見
制

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

相
談

基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
単
独
共
同
共同実施市
町村名

委託
有 無

十津川村
20年6
月～

2008/5/1

下北山村

上北山村

川上村 1 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

東吉野村

30－5 調査実施者　全肢連



奈良県

奈良市

大和高田市

大和郡山市

天理市

橿原市

桜井市

五條市

御所市

県 事業所

1 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

原則として市内の派遣に限
る。

2008/5/1
聴覚障害者対
象

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
視覚、聴覚障
害者対象

○ ○ ○ ○
声の広
報等発
行事業

無料 ○ 無

2007/6/1

1 1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
聴覚障害者対
象

1 ○ ○ ○ 無料 有

・県内
・午前9時から午後5時の間

2008/5/1
聴覚、言語機
能障害者対象

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

2 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者対
象

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

手
話
通
訳
者

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

30－6 調査実施者　全肢連



奈良県

生駒市

香芝市

葛城市

宇陀市

山添村

平群町

三郷町

県 事業所

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

手
話
通
訳
者

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ 無料 ○ 有

営利、宗教、政治的活動不可 2008/5/1
聴覚障害者対
象

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
聴覚、言語機
能障害者対象

1 ○ 無料 ○ 無

原則公益性・権利関係を有
する場合

2007/6/1
聴覚障害者対
象

○ ○ ○ 無料 ○ 無
2007/6/1

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

30－7 調査実施者　全肢連



奈良県

斑鳩町

安堵町

川西町

三宅町

田原本町

曽爾村

御杖村

高取町

明日香村

県 事業所

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

手
話
通
訳
者

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 有

派遣の日時
土日祝日、12/29～1/3を除
くam9時～pm5時まで。
派遣の場合
生駒市、大和郡山市、生駒
郡、上牧町、王寺町、河合
町。町長が認めた場合はこ
の限りではない。

2008/5/1
聴覚障害者対
象

1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
聴覚、言語機
能障害者対象

1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
聴覚、言語機
能障害者対象

1 ○ 無料 無

2008/5/1
聴覚障害者対
象

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 無

2008/5/1
聴覚、音声、言
語機能のいず
れかの障害等
級が3級以上

30－8 調査実施者　全肢連



奈良県

上牧町

王寺町

広陵町

河合町

吉野町

大淀町

下市町

黒滝村

天川村

野迫川村

県 事業所

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

手
話
通
訳
者

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

1 ○ ○ 10% ○ 無

2007/6/1

1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1
意志疎通を図
ることが困難
者

1 ○ 10%

生活保護世帯　無料
医療機関、教育機関等
の公共機関を利用する
目的での利用は無料。

○ 無

2008/5/1
聴覚、音声・言
語機能障害児
者対象

1 ○ ○

手話通
訳養成
講座開
催

無料 ○ 無

2007/6/1

1 ○ 無料 ○ 有

原則　町内
am5:00～pm17:00まで

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

○
大淀、吉
野

手話奉
仕員派
遣事業

無料 ○ 有

原則　町内
am5:00～pm17:00まで

2008/5/1

30－9 調査実施者　全肢連



奈良県

十津川村

下北山村

上北山村

川上村

東吉野村

県 事業所

手
話
通
訳
者

要
約
筆
記
者

手
話
通
訳
者

備　　　考

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者 利　用　制　限

有
無

内　　　　容

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施 未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託
有 無

共同実施
市町村名

その他 負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神共

同

○

2008/5/1

○
2008/5/1

30－10 調査実施者　全肢連



奈良県

奈良市

大和高田市

大和郡山市

天理市

橿原市

桜井市

五條市

御所市

県 事業所

1 有料

別紙の通り。 別紙の通り。

○ ○ 有

別紙の通り。 2008/5/1
対象者は別紙の通
り。

1 10%

品目毎に設定 生活保護世帯　無料

○ ○ ○ 有

品目毎に耐用年
数を設定

2007/6/1
品目毎に障害種
別、程度等対象者
設定

○ 10%

品目毎に設定

○ ○ ○ 有

品目毎に耐用年
数を設定

2007/6/1
品目毎に障害種
別、程度等対象者
設定

1 10%

補装具費に準じる

○ ○ 有

品目毎に耐用年
数を設定

2007/6/1
品目毎に障害種
別、程度等対象者
設定

1 10%

負担上限額設定

○ 無

2008/5/1

1 10%

自立支援給付にかかる上限額と同じ
上限額設定。

○ ○ 有

障害の部位及び
等級により制限あ
り。

2008/5/1

○ 10%

補装具費に準じる

○ ○ 無

2008/5/1
従来の日常生活用
具給付要綱に基づ
く対象者、障害要件
となる。

単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）

実　　　施 未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

30－11 調査実施者　全肢連



奈良県

生駒市

香芝市

葛城市

宇陀市

山添村

平群町

三郷町

県 事業所
単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）

実　　　施 未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

1 10%

国の基準に準じる 負担月額上限額設定
低所得ⅠⅡ世帯　５％（月額上限額
7,500円）助成

○ 1 有

品目毎に障害等
級の制限あり。

2008/5/1

○ 有料 ○ ○ 無

2007/6/1

20 10%

補装具費に準じる

○ ○ 有

品目毎に耐用年
数を設定

2007/6/1
品目毎に障害種
別、程度等対象者
設定

○ 10% ○ 無
2007/6/1

○ 10%

国の基準に準じる 補装具費に準じる

○ 無

2007/6/1

16 10%

従前の基準額に準じる 補装具費、住宅改造費を合算した負
担上限額を設定
生活保護世帯　無料
低所得Ⅰ　　　　3,750円
低所得Ⅱ　　　　6,150円
一般（所得割10万円未満）　　9,300円
一般（所得割10万円以上）　 37,200円

○ 有

品目毎に耐用年
数を設定

2007/6/1
在宅の重度障害児
者

30－12 調査実施者　全肢連



奈良県

斑鳩町

安堵町

川西町

三宅町

田原本町

曽爾村

御杖村

高取町

明日香村

県 事業所
単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）

実　　　施 未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

1 10%

蓄尿袋　　11,300円/月
蓄便袋　　　8,600円/月
紙おむつ　12,000円/月
入浴補助用具　　90,000円/月

負担上限額設定

○ 有

町民税所得割課
税４６万円以上対
象外

2008/5/1
用具毎に対象とな
る障害を設定。

1 10%

負担上限額設定
生活保護　無料
町民税非課税（年収80万円以下）
15,000円
町民税非課税（上記以外）　24,600円
町民税課税世帯　37,200円
町民税所得割課税50万円以上対象
外

○ 無

2007/6/1

○ 10%

負担上限額設定

○ ○

品目毎に耐用年
数を設定

2007/6/1
品目毎に障害種
別、程度等対象者
設定

2008/5/1

○ 10% ○ ○

2008/5/1

1

特殊寝台154,000円
特殊マット　19,600円　他

補装具費給付の例に準ずる

無

2008/5/1
用具により障害の
部位、等級の定め
あり

30－13 調査実施者　全肢連



奈良県

上牧町

王寺町

広陵町

河合町

吉野町

大淀町

下市町

黒滝村

天川村

野迫川村

県 事業所
単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）

実　　　施 未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

1 10% ○ 無

2007/6/1

10 10%

補装具費と合算した負担上限月額を
設定

○ 有

2007/6/1

○ 10%

補装具費と同じ。 補装具費と同じ。

○ 有

品目毎に耐用年
数を設定

2008/5/1
品目毎に障害種
別、程度等対象者
設定

1 10%

従前の日常生活用具の基準額
に準じる

負担上限額設定

○ 無

2007/6/1

1 10%

別紙の通り。 負担上限額は施行令第17条に規定さ
れている額。
ストマ装具の利用者負担は、５％ ○ 無

2008/5/1

1 10%

ストマ用装具　５％

○ ○ 無

2007/6/1

1 10%

基準額の１０％（ストマ用装具及
び紙おむつは５％）

補装具に同じ
※ストマ用装具については％

○ 有

原則的に従前の
日常生活用具給
付条件に同じ

2008/5/1
原則的に従前の日
常生活用具給付条
件に同じ対象

30－14 調査実施者　全肢連



奈良県

十津川村

下北山村

上北山村

川上村

東吉野村

県 事業所
単
独
共
同
共同実施
市町村名

状　　　　　況

検
討
中

委託

対象者

内　　　　容

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有 無

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

負担額 基準額（単価）

実　　　施 未実施
（実施予定） 精

神
有
無

備　　　考

1 有料

原則1割負担（ストマ用装具のみ５％
負担）

有

2008/5/1

1 10%
所得に応じた負担上限額設定。

○ 無
2008/5/1

30－15 調査実施者　全肢連



奈良県

奈良市

大和高田市

大和郡山市

天理市

橿原市

桜井市

五條市

御所市

県 事業所

85 ○ ○ 有料

別紙の通り。 負担月額上限額設定。

○ ○ 有

一人につき　36時間/
月
行動援護、重度訪問
介護加算移動対象
者は対象外

2008/5/1

46 ○ 無料

別紙の通り 生活保護世帯　無料

○ ○ ○ 有

１回8時間以内
24時間/月

2007/6/1

20 ○ ○ 10% ○ ○ 無

2007/6/1
身障は視覚、下
肢・体幹機能障害
者

36 ○ ○ 10%

負担月額上限額設定
生活保護世帯　無料
市民税非課税　　15 ,000円
一般世帯　　　    37,200円 ○ ○ ○ 有

25時間/月 2007/6/1

○ ○ ○ 5% ○ 有

1人につき24時間/月
まで。1回の利用は8
時間までとする。（但
し、障害者団体役員
に限り、会議等の役
員活動での利用も考
えられるため40時間
／月としている）

2008/5/1

24 ○ ○ 10%

身体介護あり　身体介護
身体介護なし　家事援助
の居宅介護の基準額に準じ
る。

自立支援給付にかかる上限
額と同じ上限額設定。

○ 有

１人につき　16時間/
月まで。
家庭状況等により加
算。

2008/5/1

16 ○ 10% ○ 無

2008/5/1
身障は視覚、全身
性障害者が対象

単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

30－16 調査実施者　全肢連



奈良県

生駒市

香芝市

葛城市

宇陀市

山添村

平群町

三郷町

県 事業所
単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

18 ○ 10%

居宅介護に準じる 負担月額上限額設定
低所得ⅠⅡ世帯　５％（月額
上限額7,500円）助成

○ ○ ○ 有

１回5時間まで 2008/5/1
身障は視覚、全身
性障害者が対象。
重度訪問介護又
は行動援護の対
象者は除く。

21 ○ 有料 ○ ○ 有

20時間/月 2007/6/1
手帳の等級により
対象者設定

15 ○ 10%

区分A　　1,500円/30分
（90分以降　800円/30分）
区分B　　　800円/30分

非課税世帯　５％

○ 有

原則　30時間/月 2007/6/1
区分A　全身性、重
度両下肢
区分B　視覚、療育
手帳所持、精神

1 ○ 10% ○ 無
2007/6/1

○ ○ ○ 10%

区分１以下
利用１名　1,200円/時間
利用２名　2,200円/時間
利用３名　3,000円/時間
区分２・３
利用１名　1600円/時間
利用２名　3,000円/時間
区分４以上
児童　　　 3,000円/時間

○ 有

一人につき20時間/
月

2007/6/1

4 ○ ○ 10%

区分１以下
利用１名　1,200円/時間
利用２名　2,200円/時間
利用３名　3,000円/時間
区分２・３
利用１名　1600円/時間
利用２名　3,000円/時間
区分４以上
児童　　　 3,000円/時間

負担上限額を設定
生活保護世帯　無料
低所得Ⅰ　　　　3,750円
低所得Ⅱ　　　　6,150円
一般（所得割10万円未満）
9,300円
一般（所得割10万円以上）
37,200円

○ 有

一人につき20時間/
月

2007/6/1
身障は視覚、肢体
不自由が対象

30－17 調査実施者　全肢連



奈良県

斑鳩町

安堵町

川西町

三宅町

田原本町

曽爾村

御杖村

高取町

明日香村

県 事業所
単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

18 ○ ○ 10%

身体5・6、知的精神区分1以
下　利用１名　1,200円/時間
利用２名　2,200円/時間
利用３名　3,000円/時間
身体3・4、知的精神区分2・3
利用１名　1600円/時間
利用２名　3,000円/時間
身体1・2、知的精神区分4以
上　　　　3,000円/時間

低所得ⅠⅡ　負担額1/2軽減

○ 有

一人につき20時間/
月

2008/5/1

1

平群、三
郷、王
寺、河
合、斑
鳩、斑
鳩、上牧 ○ ○ 10%

区分C
利用１名　1,200円/時間
利用２名　2,200円/時間
利用３名　3,000円/時間
区分B
利用１名　1600円/時間
利用２名　3,000円/時間
区分A
3,000円/時間

負担上限額を設定
生活保護世帯　無料
低所得Ⅰ　　　　3,750円
低所得Ⅱ　　　　6,150円
一般（所得割10万円未満）
9,300円
一般（所得割10万円以上）
37,200円

○ 有

一人につき20時間/
月

2007/6/1
身障は視覚、肢体
不自由が対象

4 ○ 10% ○ 有

一人につき24時間/
月

2007/6/1
程度区分１以上の
障害者、手帳保持
障害児

24 ○ 10%

～30分　800円　　　～
～8時間　22,700円まで

1割負担

○ 有

2008/5/1

8 ○ ○ 10% ○ 有

１人につき　24時間/
月（単身世帯　40時
間/月）

2008/5/1

4 ○ ○ ○

個別支援　800円／30分～
グループ支援　530円／30分
～

原則1割負担

有

1人1回につき8時間
まで、月当たり24時
間（単身世帯は40時
間）まで

2008/5/1
視覚障害者（児）
で1級2級の者。知
的障害者。精神障
害者。

30－18 調査実施者　全肢連



奈良県

上牧町

王寺町

広陵町

河合町

吉野町

大淀町

下市町

黒滝村

天川村

野迫川村

県 事業所
単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

1 ○ ○ 10% ○ 無

2007/6/1

10 ○ 10%

負担上限額設定

○ 有

20時間/月 2007/6/1
身障は視覚、肢体
不自由が対象

15 ○ 10%

生活保護世帯　無料

○ ○ ○ 有

20時間/月 2008/5/1
重度者が対象。

○ ○ ○ 有

20時間/月 2007/6/1

4 ○ ○ 10%

別紙の通り。 負担上限額は施行令第17条
に規定されている額。

○ 無

2008/5/1

9 ○ 10% ○ ○ ○ 無

2007/6/1

3 ○ ○ 10% ○ 無

2008/5/1

30－19 調査実施者　全肢連



奈良県

十津川村

下北山村

上北山村

川上村

東吉野村

県 事業所
単
独

対象者 利　用　制　限

備　　　考
車
両
移
送

共
同
共同実施
市町村名

委託

未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

グ
ル
ープ
支
援

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

利　　用　　者　　負　　担

実　　　施

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

全
障
害
者

内　　　　容
身
体
知
的

その他
有 無

状　　　　　況 事　業　内　容

精
神
有
無

1 ○ ○ 10% ○ 有

1人につき24時間／
月まで(但し、単身世
帯は40時間／月ま
で）

2008/5/1

1 ○ 10%
所得に応じた負担上限額設
定。 ○ 無

2008/5/1

30－20 調査実施者　全肢連



奈良県

奈良市

大和高田市

大和郡山市

天理市

橿原市

桜井市

五條市

御所市

県 事業所

5 ○ ○

奈良市地
域活動支
援ｾﾝﾀｰ事
業

無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 有

市内在住者対象
費用負担により他市町村
の利用者あり

2007/6/1

2 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

○

2007/6/1

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

3 ○ ○ 10%

自立支援給付にかかる上限
額と同じ上限額設定。

○ 有

2008/5/1

○

2008/5/1

委託
有 無

基準額（単価）
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無

内　　　　容

全
障
害
者

身
体

30－21 調査実施者　全肢連



奈良県

生駒市

香芝市

葛城市

宇陀市

山添村

平群町

三郷町

県 事業所

委託
有 無

基準額（単価）
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無

内　　　　容

全
障
害
者

身
体

2 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 3 ○ ○ 有料 ○ ○ 無

2007/6/1
Ⅰ型　知的の
み

1 ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

2 ○ ○
Ⅱ型
有料

○ 無
2007/6/1

○ 有料 ○ 無

2007/6/1

○

2007/6/1

30－22 調査実施者　全肢連



奈良県

斑鳩町

安堵町

川西町

三宅町

田原本町

曽爾村

御杖村

高取町

明日香村

県 事業所

委託
有 無

基準額（単価）
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無

内　　　　容

全
障
害
者

身
体

3 ○ ○
無料
※

※事業所により登録料が別
途必要

○ 有

事業所毎に利用人数に
限りがある

2008/5/1

○

2007/6/1

2

大和高
田、田原
本 ○ ○ 無料 ○ 無

2007/6/1

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1

橿原市、
明日香村

○ 無料

2008/5/1

1

橿原市、
高取町

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

30－23 調査実施者　全肢連



奈良県

上牧町

王寺町

広陵町

河合町

吉野町

大淀町

下市町

黒滝村

天川村

野迫川村

県 事業所

委託
有 無

基準額（単価）
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無

内　　　　容

全
障
害
者

身
体

1 ○ 有料 ○ 無

2007/6/1

1 基礎事業 無料 ○ 無

2007/6/1

4 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
町内に居住地
を有する障害
者。

○

2007/6/1

2 ○ ○

Ⅰ型
無料
Ⅱ型
１０％

負担上限額は施行令第17条
に規定されている額。

○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2007/6/1

2 ○ ○

Ⅱ型については１０％負担

○ 無

2008/5/1

30－24 調査実施者　全肢連



奈良県

十津川村

下北山村

上北山村

川上村

東吉野村

県 事業所

委託
有 無

基準額（単価）
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 軽　　減　　策

状　　　　　況

実　　　施 未実施
（実施予定）

検
討
中単

独
共
同
共同実施
市町村名

利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

知
的
精
神
有
無

内　　　　容

全
障
害
者

身
体

○

2008/5/1

20年5
月～

○ 有料 無
2008/5/1

30－25 調査実施者　全肢連



奈良県

奈良市

大和高田市

大和郡山市

天理市

橿原市

桜井市

五條市

御所市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 4 無料

2008/5/1
社会参加促進事業（声の広報発行事業、自動車免許
取得、改造事業）

13 10% 3 10% 3 無料

身体、知的、精神障
害者

2007/6/1
社会参加促進事業（生活訓練事業・療育教室）

10 10% ○ 10% ○ 無料 ○ 無料

更正訓練費は旧体系
の通り

訪問入浴　4回/月 2007/6/1
社会参加促進事業（心身障害者生活指導）

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ ○

負担月額上限額設定
生活保護世帯　無料
市民税非課税
15 ,000円
一般世帯　37,200円

全障害者 日中一時支援
84時間/月

2007/6/1
社会参加促進事業（スポーツレクリエーション教室、
手話奉仕員養成、芸術文化講座）

○ 5% ○ 5% ○ 5% ○ 無料

負担月額上限額設定 2008/5/1
社会参加促進事業（手話・要約筆記・点字・録音奉仕
員養成講習会）、就職支度金給付事業

○ 10% ○
　400
円/回

○ 無料

日中一時支援
自立支援給付にかか
る上限額と同じ上限
額設定。

全障害者
訪問入浴　重度身体
障害者

対象者、支給量は市
が認定した範囲内

2008/5/1
社会参加促進事業（スポーツレクリエーション教室）

10 10% ○ ○ 無料

全障害者対象 2008/5/1
社会参加促進事業（声の広報発行事業、奉仕員養成
事業、自動車免許取得、改造事業）

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

30－26 調査実施者　全肢連



奈良県

生駒市

香芝市

葛城市

宇陀市

山添村

平群町

三郷町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 10% ○ 10% ○ 10% ○ 10% ○

負担月額上限額設定
低所得ⅠⅡ世帯
５％（月額上限額
7,500円）助成

全障害者
日中一時支援は知
的、障害児対象。
訪問入浴、更生訓練
費は身体。

2007/6/1
社会参加促進事業（点字・声の広報発行事業、運転
免許取得・改造費助成、奉仕養成員研修等事業）

○ 10% ○ 10% ○ 10%

身体、知的障害者 2007/6/1
社会参加促進事業

○ 有料 ○ 有料 ○ 有料 ○ 有料

全障害者 2007/6/1
社会参加促進事業（手話奉仕員養成、作品展、運転
免許取得・改造費助成）

○ 10% ○ 10% ○ 10%
全障害者 2007/6/1

社会参加促進事業

○ 10% ○

全障害者 日中一時支援
一人につき60時間/
月　町長が必要と認
めた場合はこの限り
でない

2007/6/1
社会参加促進事業（点字・声の広報発行、奉仕員養
成研修、運転免許取得・改造費助成）、知的障害者
支援

○ 有料 ○

負担上限額を設定
生活保護世帯　無料
低所得Ⅰ　　3,750円
低所得Ⅱ　　6,150円
一般（所得割10万円
未満）　　　9,300円
一般（所得割10万円
以上）　　 37,200円

全障害者 日中一時支援
一人につき60時間/
月

2007/6/1
社会参加促進事業（生活訓練等、スポーツレクリエー
ション教室開催）、奉仕員養成研修、運転免許取得・
改造費助成

30－27 調査実施者　全肢連



奈良県

斑鳩町

安堵町

川西町

三宅町

田原本町

曽爾村

御杖村

高取町

明日香村

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

○ 有料 ○ 有料

全障害者 原則　4時間未満、4
時間以上8時間未満
の区分での利用とす
る

2007/6/1
日中一時支援単価基準
区分5・6　区分3・4　区分1・2　遷延性障害　重心
～4時間　1,800円 1,600円 1,500円 3,500円 6,000円
～8時間　3,600円 3,200円 3,000円 7,000円 12,000
円　　　　　　　8時間～　5,400円 4,800円 4,500円
10,500円 18,000円

○ 10% ○

負担上限額を設定
生活保護世帯　無料
低所得Ⅰ　　3,750円
低所得Ⅱ　　6,150円
一般（所得割10万円
未満）　　　9,300円
一般（所得割10万円
以上）　　 37,200円

全障害者 日中一時支援
一人につき60時間/
月

2007/6/1

○ 10% ○ 10% ○ 無料

全障害者 2007/6/1
社会参加促進事業（運転免許取得・改造費助成、ス
ポーツレクリエーション教室開催）

4

4時間以内　1,250円
～　　8時間超
18,000円まで

全障害者 2008/5/1

5 10%

知的 2008/5/1

○ 10% ○ 10%

原則1割負担 日中一時支援：身体
障害者(児）又は知的
障害者（児）
訪問入浴サービス：
重度の寝たきり身体
障害者

訪問入浴サービス：1
人週1回まで

2008/5/1

30－28 調査実施者　全肢連



奈良県

上牧町

王寺町

広陵町

河合町

吉野町

大淀町

下市町

黒滝村

天川村

野迫川村

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

1 10%

全障害者 2007/6/1

○ 10% ○ 10% 1 無料

日中一時支援、生活
サポートは全障害者
更正訓練費　身体

日中一時支援
60時間/月
生活サポート
１/Ｗ

2007/6/1
社会参加促進事業

13 10% 1
1,000
円/回
○ ○ 無料

生活保護世帯は無料 事業毎に設定 事業毎に設定 2008/5/1
社会参加促進事業（運転免許取得・改造費助成）、
就職支度金給付事業、

○ 10%

全障害者 2007/6/1

2 10% 1 無料

負担上限額は施行令
第17条に規定されて
いる額。

身体、知的 2008/5/1

3 10% ○

全障害者 2007/6/1
日中一時支援単価基準
～4時間　2,000円　　　　4時間～8時間　4,000円
8時間～　6,000円

○ 10%

全障害者 2008/5/1

30－29 調査実施者　全肢連



奈良県

十津川村

下北山村

上北山村

川上村

東吉野村

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

更生訓練
費給付

利　用　制　限

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

経過的
デイサービ

ス

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

1

全障害者対象 2008/5/1

予
※
10%

所得に応じた負担上
限額設定。

全障害者 2008/5/1
※平成20年5月より実施予定。

30－30 調査実施者　全肢連



和歌山県

県
事業

所

和歌山市 6 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

海南市 2 ○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

橋本市
有田市
御坊市

田辺市 4 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

18－1 調査実施者　全肢連



和歌山県

県
事業

所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

新宮市
紀の川市
岩出市
紀美野町
かつらぎ町
九度山町
高野町
湯浅町
広川町

有田川町 ○

有田、湯
浅、広川

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

美浜町
日高町

由良町 2 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

18－2 調査実施者　全肢連



和歌山県

県
事業

所

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考

相　　　　　　　談　　　　　　　支　　　　　　　援　　　　　　　事　　　　　　　業

　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

状　　　　　況 対象者

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

相
談単

独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

相
談
支
援
機
能

成
年
後
見
制
度

居
住
サ
ポ
ート

その他
有
無

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策

全
障
害
者

身
体
知
的
精
神

内　　　　容

印南町 1 ○ ○ ○ ○ 無料 ○ ○ ○ 無

2008/5/1

みなべ町 2 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

日高川町 2 ○ ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

白浜町
上富田町
すさみ町
那智勝浦町
太地町
古座川町
北山村
串本町

18－3 調査実施者　全肢連



和歌山県

和歌山市

海南市

橋本市
有田市
御坊市

田辺市

県
事業

所

1 ○ ○ 無料 ○ 有

・営利を目的とした活動
・宗教、政治活動については
派遣しないことができる。
・団体行事等において本市の
運営補助を受けた活動

2008/5/1
市内に居住す
る聴覚障害者
又は音声、言語
機能障害者
聴覚障害者を
主たる構成員と
し、市内を活動
範囲とする団体

1 ○ ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
身体障害者手
帳所持者のうち
聴覚の障害が
有る方。

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1
聴覚障害者対
象

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

18－4 調査実施者　全肢連



和歌山県

新宮市
紀の川市
岩出市
紀美野町
かつらぎ町
九度山町
高野町
湯浅町
広川町

有田川町

美浜町
日高町

由良町

県
事業

所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

1 ○ ○ 無料 有

医療機関の受診、相談、又
は健康診断を受ける場合。
官公庁、学校その他の公的
機関に赴いて行う手続き、相
談又は事業に参加する場
合、就職面接、労働条件協
議その他の就労に関する活
動を行う場合、聴覚障害者の
ために実施される会議、研修
会に参加する場合、冠婚葬
祭、自治会活動など、家庭生
活又は地域活動に参加する
場合、その他町長が必要と
認めた場合に利用できる。

2008/5/1
聴覚障害者、
県・市町村・社
会福祉協議会
等の公的機関
及び障害者団
体、その他営利
を目的としない
催事の主催者
対象

1 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

18－5 調査実施者　全肢連



和歌山県

印南町

みなべ町

日高川町

白浜町
上富田町
すさみ町
那智勝浦町
太地町
古座川町
北山村
串本町

県
事業

所

その他
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況 事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担 対象者

ｺ　　ﾐｭ　　ﾆ　　ｹ　　ー 　　ｼｮ　　ﾝ　　支　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

単
独

委託共同実
施市町
村名

有 無

手
話
通
訳
者
設

備　　　考

利　用　制　限

全
障
害
者

身
体
知
的

負担額 基準額（単価） 軽　　減　　策共
同

手
話
通
訳
者
派

要
約
筆
記
者
派

1 ○ ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 無

2008/5/1
聴覚障害者等、
コミュニケー
ションを図るた
め手話通訳等
が必要である者

1 ○ 無料 無

2008/5/1
聴覚障害者及
び聴覚障害者
とコミュニケー
ションを図る必
要のある者

18－6 調査実施者　全肢連



和歌山県

和歌山市

海南市

橋本市
有田市
御坊市

田辺市

県
事業

所

1 10%

原則　基準額の一割 補装具費と同様の月額上限を設定

○ ○ 有

品目により耐用年
数を決めている

2008/5/1
それぞれの品目によ
り、身体障害者手帳、
療育手帳の等級及び
程度によって対象者
が決まっている

1 10%

基準額（単価）の１割負担。 利用者負担上限月額を以下のように
規定。
低所得Ⅰ 7,500円、低所得Ⅱ　12,300
円、一般　18,600円に設定。さらなる軽
減策として一定要件（障害福祉ｻｰﾋﾞｽ
と同じ）を満たした場合、それぞれ上限
月額を１/４に軽減。

○ ○ 無

2008/5/1

○ 10%

原則一割負担
ストマ用装具については利用者負担
なし ○ ○ 無

2008/5/1

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

18－7 調査実施者　全肢連



和歌山県

新宮市
紀の川市
岩出市
紀美野町
かつらぎ町
九度山町
高野町
湯浅町
広川町

有田川町

美浜町
日高町

由良町

県
事業

所

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

1 10%

有田川日常生活用具給付事
業実施要綱に基づき、用具の
給付等に要する費用の一割を
利用者が直接業者に支払う。

排泄管理支援用具のうち、ストーマ用
品については利用者負担なし

有

基準額、耐用年数
あり

2008/5/1
在宅の障害者対象

1 10%
原則1割

○ 無
2008/5/1

18－8 調査実施者　全肢連



和歌山県

印南町

みなべ町

日高川町

白浜町
上富田町
すさみ町
那智勝浦町
太地町
古座川町
北山村
串本町

県
事業

所

精
神

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

状　　　　　況

備　　　考
内　　　　容

利　用　制　限

有 無

利　　用　　者　　負　　担

日　　　　　常　　　　　生　　　　　活　　　　　用　　　　　具　　　　　給　　　　　付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

身
体
知
的

軽　　減　　策

全
障
害
者

有
無

実　　　施

負担額 基準額（単価）委託

対象者
未実施
（実施予定）

7 有料

日常生活用具給付事業種目
表に基づく

原則1割負担であるが、障害児に係る
用具、ストマ用装具、頭部保護帽及び
生活保護を受けている者は負担額免
除。
市町村民税非課税世帯で本人収入が
800万円以下…15,000円
市町村民税非課税世帯で上記以外…
24,000円
市町村民税課税世帯…37,200円の月
額負担上限額あり。

○ ○ 無

2008/5/1

○ 10%

一割負担
ストマ用装具　自己負担なし

○

2008/5/1
居宅　身体1～2級
療育Ａ

1 10%

１割負担（所得により補装具と
同額の上限を設定）

児童に係る用具、頭部保護帽、ストマ
用装具、紙おむつは、無料

有

各用具により、基
準単価、対応年数
を設けその範囲内
で支給。

2008/5/1
各用具により、障害部
位、障害程度等の対
象者要件を設定

18－9 調査実施者　全肢連



和歌山県

和歌山市

海南市

橋本市
有田市
御坊市

田辺市

県
事業

所

92 ○ 有料

障害福祉サービスの利用者
負担額と合算して月額上限を
設定

○ ○ 有

私的理由の場合
は10時間／月ま
で。但し、単身世
帯又は障害者の
みで構成されてい
る世帯の場合は20
時間／月まで

2008/5/1
屋外での移動に対
し、制限のある重度
視覚障害者（児）、全
身性障害者(児）、障
害児(身体障害児を
除く）、知的障害者、
精神障害者、社会生
活上必要不可欠な
外出及び余暇活動
等の社会参加のた
めの外出

26 ○ ○ 10%

基準額（単価）の１割負担。 低所得Ⅰ 7,500円、低所
得Ⅱ　12,300円、一般
18,600円に設定。さらなる
軽減策として一定要件（障
害福祉ｻｰﾋﾞｽと同じ）を満
たした場合、それぞれ上
限月額を１/４に軽減。

○ 有

１ヶ月原則30時間
まで。

2008/5/1

14 ○ 10%

自立支援法による
身体介護（身体介護を伴う
場合）家事援助（身体介護を
伴わない場合）の単価と同じ

利用料の一割負担

○ 有

1人につき25時間
／月まで

2008/5/1
身体障害者について
は全身性、視覚障害
者対象

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託

有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容負担額 基準額（単価）

18－10 調査実施者　全肢連



和歌山県

新宮市
紀の川市
岩出市
紀美野町
かつらぎ町
九度山町
高野町
湯浅町
広川町

有田川町

美浜町
日高町

由良町

県
事業

所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託

有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容負担額 基準額（単価）

1 ○ 10%

有田川移動支援事業実施要
綱に基づき、利用者が事業
の利用に要する経費の一割
の額を事業所に支払う。

障害者等が障害者自立支
援法第29条に規定する指
定障害福祉サービス等並
びに法第77条に規定する
地域生活支援事業のうち
移動支援事業、日中一時
支援事業を利用する際
に、その利用者負担が過
重にならないよう、利用者
負担額の一部を助成す
る。

○ 有

サービス提供範囲
は、原則として1日
の範囲内で用務を
終えるものに限
る。

2008/5/1
屋外での移動に困
難がある障害者・児
対象

2 ○ 無料 ○ ○ ○ 無
2008/5/1

18－11 調査実施者　全肢連



和歌山県

印南町

みなべ町

日高川町

白浜町
上富田町
すさみ町
那智勝浦町
太地町
古座川町
北山村
串本町

県
事業

所

対象者 利　用　制　限

備　　　考身
体
知
的
精
神
有
無

事　業　内　容 利　　用　　者　　負　　担

グ
ル
ープ
支
援

車
両
移
送

その他

実　　　施
未実施
（実施予定）検

討
中

個
別
支
援

共
同

無
単
独

状　　　　　況

共同実
施市町
村名

委託

有

移　　　　　　　　　　動　　　　　　　　　　支　　　　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査 平成20年5月1日

軽　　減　　策

全
障
害
者

内　　　　容負担額 基準額（単価）

3 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

3 ○ 10%

一割負担
負担上限月額は障害福祉
サービス（自立支援給付）と
同じ 無

2008/5/1
視覚障害、全身性障
害、知的障害及び精
神障害者（児）対象

3 ○ ○ 無料 ○ 有

利用者の要望、必
要性等を審査し決
定する。

2008/5/1

18－12 調査実施者　全肢連



和歌山県

和歌山市

海南市

橋本市
有田市
御坊市

田辺市

県
事業

所

1 御坊 16 ○ ○ ○

Ⅰ型、Ⅲ型は利用者負担
なし　　　　Ⅱ型は一割負
担。但し、障害福祉サービ
スの利用者負担額と合算し
て月額上限を設定

○ 有

Ⅱ型のみ　　1月あたり
の標準利用回数を設
定

2008/5/1

○ 7 3

Ⅱは、基準額（単価）の１割
負担。利用者負担上限月
額を以下のように規定。
低所得Ⅰ 7,500円、低所得
Ⅱ　12,300円、一般　18,600
円に設定。さらなる軽減策
として一定要件（障害福祉
ｻｰﾋﾞｽと同じ）を満たした場
合、それぞれ上限月額を１
/４に軽減。
Ⅲ型は利用者負担なし。

○ 無

2008/5/1

1 ○ 無料 無

2008/5/1

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

18－13 調査実施者　全肢連



和歌山県

新宮市
紀の川市
岩出市
紀美野町
かつらぎ町
九度山町
高野町
湯浅町
広川町

有田川町

美浜町
日高町

由良町

県
事業

所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

1 ○ 無料 有

障害者自立支援法第4
条に規定する障害者、
法第4条2項に規定す
る障害者。　対象者の
うち、疾病又は負傷の
ため、入院加療の必要
な者、感染性疾患を有
する者。他の利用者に
迷惑を及ぼす恐れの
ある者。その他町長が
不適当と認めた者は対
象外。

2008/5/1
障害者自立
支援法第4条
に規定する障
害者、法第4
条2項に規定
する障害者

1 ○ 無料 ○ 無
2008/5/1

18－14 調査実施者　全肢連



和歌山県

印南町

みなべ町

日高川町

白浜町
上富田町
すさみ町
那智勝浦町
太地町
古座川町
北山村
串本町

県
事業

所

身
体
知
的
精
神

内　　　　容
有
無

状　　　　　況

実　　　施
未実施
（実施予定）

利　　用　　者　　負　　担 利　用　制　限

備　　　考Ⅰ
型

軽　　減　　策
Ⅱ
型
Ⅲ
型
その他 有無 基準額（単価）

平成20年5月1日

地　　　　　　　域　　　　　　　活　　　　　　　動　　　　　　　支　　　　　　　援

　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査

対象者事　業　内　容

全
障
害
者

検
討
中

単
独
共
同

共同実
施市町
村名

委託

有 無

1

御坊、日
高、美
浜、由
良、日高
川

○ 無料 ○ 無

2008/5/1

○

2008/5/1

1 ○ 無料 ○ 無

2008/5/1

18－15 調査実施者　全肢連



和歌山県

和歌山市

海南市

橋本市
有田市
御坊市

田辺市

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

○ ○ ○ ○ ○ ○

2008/5/1
社会参加促進事業（自動車操作訓練事
業助成、自動車改造費助成）

○ ○ ○

日中一時支援・・・基準額
（単価）の１割負担。利用
者負担上限月額を以下の
ように規定。
低所得Ⅰ 7,500円、低所
得Ⅱ　12,300円、一般
18,600円に設定。さらなる
軽減策として一定要件（障
害福祉ｻｰﾋﾞｽと同じ）を満
たした場合、それぞれ上
限月額を１/４に軽減。
訪問入浴ｻｰﾋﾞｽ、社会参
加促進事業、更生訓練費
給付事業・・・利用者負担
なし。

日中一時支援・・・全障
害者対象　　訪問入浴
サービス事業・・・身体
障害者
点字広報・・・身体障害
者（視覚障害者）
自動車改造助成事
業・・・身体障害者（下
肢体幹機能障害３級ま
で）
免許取得助成事業・・・
全障害者対象（身体４
級までと知的、精神手
帳所持者）
更生訓練費・・・身体障
害者

2008/5/1
社会参加促進事業（自動車改造助成事
業、免許取得助成事業、点字広報発行事
業）

○ ○ ○ ○ ○ ○

利用料の1割負担
自立支援法による「負担上
限月額」を上限とする

全障害者対象 2008/5/1
社会参加促進事業

利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

18－16 調査実施者　全肢連



和歌山県

新宮市
紀の川市
岩出市
紀美野町
かつらぎ町
九度山町
高野町
湯浅町
広川町

有田川町

美浜町
日高町

由良町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

○ ○ ○

有田川町日中一時支援事
業実施要綱に基づき、利
用者が事業の利用に要す
る経費の一割の額を事業
所に支払う。

全障害者対象 実施要綱の通り 2008/5/1

○
1割 全障害者対象 2008/5/1

18－17 調査実施者　全肢連



和歌山県

印南町

みなべ町

日高川町

白浜町
上富田町
すさみ町
那智勝浦町
太地町
古座川町
北山村
串本町

平成20年5月1日

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況

状
況 利用
者
負担

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

有
無

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

利用
者
負担

備　　　　　　　　　考
（その他独自に実施している事業）

訪問入浴
サービス

生活支援 福祉ﾎｰﾑ
経過的
デイサービ

ス

更生訓練
費給付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村 「地域生活支援事業」 実施状況調査
そ  　　　　の  　　　　他　　　　  の　 　　 　事　  　　　業

日中一時
支援

軽　　減　　策 対象者

生活
サポート

利　用　制　限

有
無

○ ○ ○ ○

全障害者対象 2008/5/1

○ ○ ○

全障害者対象 2008/5/1
社会参加促進事業（スポーツレクリエー
ション教室開催等事業、点字・声の広報
等発行事業、奉仕員養成研修事業）

○ ○

１割負担 全障害者対象 2008/5/1

18－18 調査実施者　全肢連


